
子どもの貧困対策に関する事業等の令和7年度実施状況確認表 令和８年８月17日　長野市社会福祉審議会児童福祉専門分科会　資料４－２

個別
施策

№ 所管課 事業名等 事業内容 支援する対象者
令和7年度
事業計画

令和7年度
事業実績

判定
判定理由

（できるだけ具体的に）

令和7年度
決算見込額

（千円）

令和8年度
予算額（千円）

令和8年度の事業見直し等の有無及び
内容

備考

分野１　教育の支援

個別施策１－１　幼児教育・保育の無償化の推進及び質の向上

1-1 1
保育・幼稚
園課

幼児期の教育・保育
環境の整備

安心して子どもを預けることができる環境
を整えるため、教育・保育ニーズを適切に
把握し、幼稚園、保育所及び認定こども園
等の適正な利用定員の確保を図る。

幼稚園、保育所
等を利用する子
ども、保護者

児童の総数は減少傾向にあるため、
不足が見込まれる他の年齢区分に
定員を振り分けるなど、定員の弾力
化等により可能な限り既存の施設で
対応するようにしていく。

一部の私立保育所等からは、入園希望児童
の減少などによる定員変更の相談があり、
そのつど園の状況などを確認しつつ、適切
な定員設定に努めた。

Ｂ

子ども・子育て支援事業計画におい
て提供区域ごとに設定された確保の
内容が量の見込みに達していないと
思われる区域については、年齢区分
間での定員の振り分けを私立保育所
にも依頼するなどして定員の確保を
図った。

－ － －

1-1 2
保育・幼稚
園課

幼児教育・保育の無
償化

３歳から５歳までの全ての子ども及び０歳
から２歳までの住民税非課税世帯の子ども
についての、幼稚園、保育所及び認定こど
も園等の保育料を無償化する。

幼稚園、保育所
等を利用する子
ども、保護者

３歳から５歳までの全ての子ども及
び０歳から２歳までの住民税非課税
世帯の子どもについての、幼稚園、
保育所及び認定こども園等の保育
料を無償化する。

対象の子どもの無償化を行い経済的負
担を軽減 Ｂ

・法令の規定に従い対象の子ども
の無償化の実施ができた。
・無償化に関するリーフレットを認
可外保育施設に配布し、無償化の
申請等が漏れることのないよう市
民に周知した。

224,446 150,341 －

決算額・予算額は新制
度未移行幼稚園の保育
料及び幼稚園・認定こ
ども園の預かり保育利
用料に係る無償化給付
額

1-1 3
保育・幼稚
園課

教育・保育施設等の
職員配置の充実

基準条例により、保育所等の運営基準の遵
守を推進するとともに、基準以上の職員配
置を実施した保育所等に対して必要な支援
を行う。

幼稚園、保育所
等を利用する子
ども、保護者

基準条例により、保育所等の運営基
準の遵守を推進するとともに、基準
以上の職員配置を実施した保育所
等に対して必要な支援を行う。

・保育所等の運営基準条例は、国の基準
省令を参考として同基準を設定
・基準を超えて保育士の配置を行って
いる私立保育所等に対し補助金を交付

Ｂ
・基準を超えて保育士の配置を
行っている私立保育所等に対し、
増員に必要な人件費を補助する
ことができた。

61,459 98,725
保育士加配及び調理員加配に係る補
助額を近年の人事院勧告の上昇率

を踏まえた補助額としていく。

1-1 4
保育・幼稚
園課

保育士等職員の処
遇改善

公定価格に基づく職員処遇改善を図り、公
立保育所会計年度任用職員保育士等の賃
金を含めた処遇改善に取り組むとともに、
民間保育士等については国の方針に基づ
き実施する。

保育士等

公立保育所等の処遇については、引
き続き人事院勧告の動向等を見な
がら実施していく。
私立保育所等に対しては、引き続き
国の方針に基づき、処遇改善を実施
していく。

・公立保育所等の職員については、人事院
勧告に基づき、会計年度任用職員を含む全
年齢層で月例給が平均3.09％増額改定と
なった。
・私立保育所等においては、国制度による
処遇改善等加算区分１による経験に応じた
昇給の仕組みの整備や職場環境の改善、同
区分２による賃金改善、同区分３による技
能・経験に着目した処遇改善をそれぞれ実
施した。

Ｂ

・公立保育所等の会計年度任用職員
については、人事院勧告に基づき、
月例給が増額改定となり、令和７年4
月から改定された。
・私立保育所等に対し、申請のあった
処遇改善等加算区分１・２・３につい
て加算額を給付し、前年度分の実績
報告では加算額が保育士等の給与等
に反映されていることの確認ができ
た。

－ － －

1-1 5
保育・幼稚
園課

幼児教育アドバイ
ザー（保育指導員）
の育成

信州幼児教育支援センターと連携し、指導
資料、好事例、研究成果等の共有を図り、教
育支援センターの助言・指導を受けながら
幼児教育アドバイザー（保育指導員）の育成
及び資質向上に努める。

保育士等

・信州幼児教育センターと連携し、研
究成果等の情報共有を行う。また、
県幼児教育担当者会議や県保育専
門相談会議で事例共有し、保育士の
資質向上を図る。

保育士の育成、資質向上を図るため信
州幼児教育支援センター、県保育専門
相談員会議に出席

Ｂ

信州幼児教育支援センター、県保
育専門相談員会議に出席し、教育
支援センターからいただいた助言
を、保育士の育成、資質向上に活
かした。

－ － －

1-1 6
保育・幼稚
園課

幼児教育アドバイ
ザー（保育指導員）
による巡回指導

教育・保育施設を巡回して、教育内容や指
導方法、指導環境の改善について助言を行
うとともに、指導資料や好事例、研究成果
等を共有し、幼児教育の充実を図る。

保育士等
・幼児教育の充実を図るために、市
内教育・保育施設等の巡回を行い、
課題等を共有し適宜助言を行う。

・公立園は年１回全園を巡回し、個々の
課題についてアドバイスを実施
・私立園は保育環境、衛生環境等につい
て適宜助言等を実施

Ｂ
公私立保育所、認定こども園の全
園の訪問を実施し、保育環境・衛
生環境等について助言ができた。

－ － －

1-1 7
保育・幼稚
園課、学校
教育課

幼保小連携会議

幼稚園、保育所及び認定こども園並びに市
立小学校での接続期カリキュラムに基づく
実践を通して、幼児教育から小学校教育へ
のより円滑な接続について研究を進めると
共に、接続期カリキュラムの改善を図る。

幼稚園、保育所
等の年長児、小
学１年生、保護
者

・「自学自習の資質能力」を構成する
３つの観点を反映した接続期カリ
キュラム等を各園・各校に周知する。
 ・幼稚園、保育園、認定こども園、小
学校の職員を対象とした研修会を
実施する。

・全園・全校で接続期カリキュラムを作
成
・市内７支会ごとに研究協力校、協力園
を決め、幼保小接続期ベースカリキュラ
ムに基づき、公開保育・公開授業等を実
施
・9月の幼保小連携会議及び研修会に
おいて、市内幼保園及び市立小学校の
担当者が参集の上実施

Ｂ
幼保小で願う子どもの姿を共有
するためのカリキュラム作りと、円
滑な接続に向けた研修の場や情
報共有を行うことができた。

21 70

各支会による、架け橋期（５歳児４月
から小学校１年生３月まで）のカリ
キュラム作成に向けた研究を支援す
る。

接続期カリキュラム
年長児後半＝アプロー
チカリキュラム
小学１年生１学期＝ス
タートカリキュラム

個別施策１－２　学力の定着・向上に向けた教育の推進

1-2 8
学校教育
課

教職員のキャリアス
テージに応じた研修
講座の実施

教職員のキャリアステージに応じた教育セ
ンター研修講座を実施し、教職員の資質・能
力の向上に取り組む。

教職員、児童・生
徒

「自らの力量向上を目指す研修」（希
望研修）と「教職員のキャリアステー
ジに応じて指定している研修」（指定
研修）を行い、教職員の力量向上を
図る。

・指定研修　6５ユニット（7１講座）
・自らの力量向上を目指す研修　41ユ
ニット（4７講座）
・受講者合計数　4,２１１名

Ｂ

キャリアステージに応じた指定研
修、管理職研修、校務にかかわる
専門研修を計画通り実施できた。
また、自らの力量を目指す研修
も、専門性の高い講師を招き実施
できた。

18,633 22,284

・全国教員研修プラットフォーム
Plantへの参入
・経年研修の見直し
・市外受講者の受入への対応

1



個別
施策

№ 所管課 事業名等 事業内容 支援する対象者
令和7年度
事業計画

令和7年度
事業実績

判定
判定理由

（できるだけ具体的に）

令和7年度
決算見込額

（千円）

令和8年度
予算額（千円）

令和8年度の事業見直し等の有無及び
内容

備考

1-2 9
学校教育
課

指導主事による学
校訪問支援

授業の改善充実に向け、各校のニーズに応
じて、指導主事が学校に直接出向いて研修
を実施する。

教職員、児童・生
徒

・年度当初から計画的に訪問する
「年度当初の学校訪問要請」と年度
途中でも学校の実情に応じる「しな
のき派遣」申請を受けて、学校訪問
を行う。

・学校訪問（指定研修等を含む）　201
回 Ｂ

・対話を中心とした学校訪問を通
して、「しなのきプランⅡ」の理解
推進、「しなのきFinder」の目的
や活用方法の周知に努めた。

0 0

・しなのきプランⅡの一層の理解推
進、認知能力と非認知能力を一体的
に育めるような具体的支援等に向け
た学校訪問の推進

1-2 10
学校教育
課

ＩＣＴ機器や学習支
援ソフトの効果的な
活用

指導主事による端末活用研修会や、教育セ
ンター研究委員によるICT活用授業等を実
施し、ICTを活用した子どもの学びを推進
する。

教職員、児童・生
徒

・年度当初の計画による研修及び、
各校からの要請による研修を実施。
・情報主任研修会を実施し、ICTの
効果的な活用を図る。

・指導主事による授業や校務での活用
研修　23校で実施
・導入しているソフトのフォローアップ
研修　11回
・情報主任研修　５回

Ｂ

・各校のニーズに合わせた多様な
研修を実施することができた。
・ミライシードを中止に学習支援ソ
フトを研修を実施することができ
た。

0 0
・教職員が気軽に参加できるオンラ
イン研修を充実させていく。

1-2 11
学校教育
課

各種調査結果を踏
まえた指導や教育
課程の改善・充実

子どもの学力向上や体力向上に向け、全国
学力・学習状況調査等の調査結果を踏まえ
た指導の改善充実に取り組む。

教職員、児童・生
徒

・希望する市立小・中学校にアスリー
トや有資格者を派遣し、「アスリート
と楽しむスポーツ教室」として、約１
60学級でスポーツ教室を実施。
・各校の体力向上に関する取組や、
授業改善を目指して、指導主事が希
望校の職員研修に参加し、実技研修
等を行う「体育授業しなのきモデル
普及のための訪問支援」を実施。

・スコア型英語４技能検定（GTEC）の実
施
　中３
・「アスリートと楽しむスポーツ教室」
　6プログラムのべ180学級で実施
・「体育授業しなのきモデル」
　普及のための訪問支援　8校で実施

Ｂ

・英語科職員を対象に自己の授業
の振り返りを行うとともに、４技
能バランスよく育むための授業改
善を行うことができた。
・スポーツ教室は、実施形態の工
夫により予定よりも20学級多く
実施することができた。

14,202 15,120

・年間３回のGTEC活用研修の実施
・「アスリートと楽しむスポーツ教室」
を6プログラム、約180学級を対象
に実施予定
・「体育授業しなのきモデル」普及の
ための訪問支援9校で実施予定

R７・８予算：GTEC

1-2 12
学校教育
課

人権教育・道徳教育
の充実

子どもが豊かな人権感覚などを育むことが
できるよう、教育活動全体を通じた日常的
な人権教育・道徳教育の充実に取り組む。

教職員、児童・生
徒

・副読本として「あけぼの」を配備し、
補助教材として活用する。
・市立の全小・中学校を人権同和教
育研究指定校として位置付け、指導
主事が指導・助言等を行う。

・副読本「あけぼの」6訂版　破損等の補
充
・学校人権教育振興補助金ほか
・子ども人権教室活動推進ほか

Ｂ 計画通り実施できた。 3,823 10,318

副読本「あけぼの」
令和７年度改訂なし
令和８年度改訂あり

中学生用全生徒分配布予定

1-2 123
学校教育
課

【令和６年度新規事
業】子どもたちの
「自学自習の資質能
力」伸張事業

学習意欲ややり抜く力、知的好奇心といっ
た学習能力（自学自習の資質能力）を測る
ため、信州大学と開発した新たな指標をも
とに生活環境や学習能力、学力等との関係
性を分析し、学習環境と授業の改善を図る
新たなPDCAサイクルを構築する。

児童生徒
対象　小４・５・６年、中１・２・３年
第１回調査６月実施
第２回調査１１月実施

・しなのきFinderの実施（年間２回対象
は、　小４・５・６年、中１・２・３年 Ｂ

・しなのきFinderのレポートを活
用して、子ども理解や一人一人に
適した環境づくりを推進すること
ができた。

8,497 9,900
・しなのきFinder活用研修の実施

1-2 133
学校教育
課

【令和７年度新規事
業】採点支援システ
ム導入事業

市立中学校に採点支援システムを導入する
ことにより、テスト結果が分析され、教師の
授業改善につながり、学力向上を図る。

教職員、児童・生
徒

市内中学校導入 稼働率約９６％ Ｂ
採点支援システムを用いたテスト
結果の分析に基づき、授業改善を
行うことができた。

1,633 5,049 －

個別施策１－３　児童生徒の家庭環境等を踏まえた支援の充実

1-3 13
学校教育
課

スクールソーシャル
ワーカーによる支援

不登校児童生徒や保護者にスクールソー
シャルワーカーを派遣し、教育相談を行い、
必要に応じて助言・指導や関係機関等と連
携することにより、児童生徒が抱える課題
の解決を図る。

市立小中学校に
在学する児童生
徒とその保護者
及び教職員

学校からの「つながるサポート」要請
に基づいたスクールソーシャルワー
カーの派遣のほか、訪問型支援を行
うアウトリーチスタッフと連携した支
援を進める。
各校のスクリーニング会議にも参加
することで支援を必要とする児童生
徒について把握する。

支援対象件数　248件
（つながるサポートの申込は262件） Ａ

アウトリーチ支援チームとの連携
を図ることで相乗効果が生まれ、
支援対象者に対する適切な支援
ができた。

12,783 16,223
アウトリーチスタッフや指導主事との
連携強化

市の配置
令和３年度　２人
令和４年度　４人
令和５年度　５人
令和６年度　６人
令和７年度　６人
令和８年度　６人
（令和７年度以降１人は
アウトリーチコーディ
ネーター兼務）

1-3 14
学校教育
課

スクールカウンセ
ラーによる支援

児童生徒や保護者の抱える悩みを受け止
め、学校におけるカウンセリング機能の充
実を図るため、スクールカウンセラーを派
遣する。（県事業）

市立小中学校に
在学する児童生
徒とその保護者

長野県が配置するスクールカウンセ
ラーについて、学校間や県との調整
を行う。

－ Ｂ 計画通り実施できた。 － － －
県実施の事業
県が全中学校区に派遣

1-3 15
学校教育
課

特別支援教育支援
員の配置

特別な教育的支援が必要な児童生徒に対
して、日常生活上の介助や学習支援等を行
う、特別支援教育支援員を市立小・中学校
に配置する。

市立小中学校に
在学する児童生
徒とその保護者

特別支援教育支援員を各校のニー
ズに応じ、市立小・中学校に配置す
る。

※年度末現在
・特別支援教育支援員：151人 Ｂ

各校のニーズに応じ、必要な特別
支援教育支援員を配置すること
ができた。

213,991 258,366
各校のニーズに応じた特別支援教育
支援員の配置

2



個別
施策

№ 所管課 事業名等 事業内容 支援する対象者
令和7年度
事業計画

令和7年度
事業実績

判定
判定理由

（できるだけ具体的に）

令和7年度
決算見込額

（千円）

令和8年度
予算額（千円）

令和8年度の事業見直し等の有無及び
内容

備考

1-3 16
学校教育
課

特別支援教育巡回
相談員

臨床心理士や教育相談関係者などの専門
家による学校への巡回相談を行い、主とし
て発達障害にかかる対応の教職員や保護
者等への助言を行う。

市立小中学校に
在学する児童生
徒の保護者、教
職員

特別支援教育巡回相談員を各校の
ニーズに応じ、市立小・中学校に配
置する。

特別支援教育巡回相談員派遣回数：
1,003回 Ｂ

各校のニーズに応じ、必要な特別
支援教育巡回相談員を派遣する
ことができた。

4,650 4,680
各校のニーズに応じた特別支援教育
巡回相談員の派遣

1-3 17
学校教育
課

幼保小連絡会議、小
中連絡会

幼稚園、保育所、認定こども園及び障害児
通所支援事業所から小学校への接続や中
学校就学等が円滑に行われるよう、情報交
換を行う。

市立小中学校に
在学する児童生
徒、その保護者

幼稚園、保育園、認定こども園、小学
校にて連絡会議や支援会議、園訪問
等を実施する。

・幼保小連絡会議を７支会すべてで実
施。
・小中連絡会を随時開催（学校独自で開
催
・特別な支援を必要とする児童生徒に
ついては、連絡会議等に加え園訪問、移
行支援会議、体験学習等を行った。

Ｂ
幼保小で願う子どもの姿を共有
するためのカリキュラム作りと、円
滑な接続に向けた研修の場や情
報発信を行うことができた。

34 70

各支会による、架け橋期（５歳児４月
から小学校１年生３月まで）のカリ
キュラム作成に向けた研究を支援す
る。

1-3 18
学校教育
課

教育支援委員会
様々な特性のある幼児・児童・生徒に関し、
保健、医療及び教育に携わる委員による就
学相談並びに就学判断を実施する。

市立小中学校に
在学する児童生
徒とその保護者

学校からの要請に応じて、就学相談
並びに就学判断を実施する。

学校からの要請に応じて、就学相談：
663件（内訳は、来入児206件、小学
生402件、中学生55件）

Ｂ
一人一人の状況に応じて、就学先
判断後についても、一貫した支援
を行うことができた。

2,519 2,587

就学先判断後についても、一貫した
支援を行うことや、学びの場の見直
しを引き続き丁寧に行うことを目指
す

1-3 19
学校教育
課

日本語巡回指導員
等の派遣

外国籍等児童生徒への日本語指導の充実
を図るため、市内８校に日本語指導教室を
設置し、日本語巡回指導員等の派遣を行
う。

市立小中学校に
在学する外国籍
等の児童生徒

日本語巡回指導員等を各校の日本
語指導が必要な児童生徒の人数や
日本語習得状況に応じて市立小・中
学校に派遣する。

日本語指導協力者・巡回指導員派遣時
数：5101.5時間 Ｂ

日本語指導の充実を図るため、巡
回指導員等の派遣を行うことがで
きた。

7,119 10,313
多母語化傾向がある中で、巡回指導
員等の適材の確保や十分な指導時
間の確保を目指す

1-3 20
学校教育
課

医療的ケア看護職
員の配置

医療的ケアが必要な児童生徒の、療養上の
世話または診療の補助に従事する医療的
ケア看護職員を市立小・中学校に配置す
る。

児童生徒
医療的ケア看護職員を各校のニーズ
に応じ、市立小・中学校に配置する。

※年度末現在
・医療的ケア看護職員：45人 Ｂ

各校のニーズに応じ、必要な医療
的ケア看護職員を配置することが
できた。

99,545 119,543
各校のニーズに応じた医療的ケア看
護職員の配置

1-３
123
〈再
掲〉

学校教育
課

【令和６年度新規事
業】子どもたちの
「自学自習の資質能
力」伸張事業

学習意欲ややり抜く力、知的好奇心といっ
た学習能力（自学自習の資質能力）を測る
ため、信州大学と開発した新たな指標をも
とに生活環境や学習能力、学力等との関係
性を分析し、学習環境と授業の改善を図る
新たなPDCAサイクルを構築する。

児童生徒
対象　小４・５・６年、中１・２・３年
第１回調査６月実施
第２回調査１１月実施

・しなのきFinderの実施（年間２回対象
は、　小４・５・６年、中１・２・３年 Ｂ

・しなのきFinderのレポートを活
用して、子ども理解や一人一人に
適した環境づくりを推進すること
ができた。

8,497 9,900
・しなのきFinder活用研修の実施

1-３ 130
文化芸術
課

【令和６年度新規事
業】ＡＲＴＳ ＡＮＧＥＬ
ＴＩＣＫＥＴ
（アーツ・エンジェ
ル・チケット）

KIDS Meets Arts プロジェクトの一環
として、さまざまな理由で公演に来ること
が難しい子どもたちやその家族に、長野市
芸術館主催公演のチケットを無償で提供
し、誰もが文化芸術に出会える機会を作
る。

子ども、保護者

芸術館と市関係部局とが連携し、児
童福祉施設３施設、児童扶養手当受
給家庭、生活保護受給家庭に招待状
を配布。誰もが文化芸術に出会える
機会を作る。

児童福祉施設３施設、児童扶養手当受
給家庭、生活保護受給家庭に招待状を
配布し、計193枚のチケットの申し込み
があった。

Ｂ

ＡＲＴＳ ＡＮＧＥＬ ＴＩＣＫＥＴ利用の
アンケートに回答があった者（17
名）の内、100％（17名）から、「ま
た公演に来てみたい」と回答があ
り、目的である子供たちの文化芸
術に触れる機会の創出に寄与で
きたといえる。

- - 継続実施

本事業は、一般財団法
人　長野市文化芸術振
興財団が独自に実施し
ている活動で、芸術館
協賛パートナーから頂
いた協賛金を活用し、
実施しているため、市
の予算負担はありませ
ん。

個別施策１－４　地域等と連携した学習支援の充実

1-4 21
学校教育
課

キャリア教育の推進
産・学・官・公・民が連携しながら、キャリア
教育支援懇談会を開催するなど発達段階
に応じたキャリア教育の向上を図る。

児童生徒

6月、１月、２月に実施。
推進校の取組をもとに、本市のキャ
リア教育の在り方について検討す
る。

キャリア教育支援懇談会を、６月、１０
月、２月に３回開催した。 Ｂ

キャリア教育支援懇談会を３回開
催し、学校と地域の事業所が連携
して　　キャリア教育を推進する体
制づくりを支援した。

84 105

キャリア教育推進拡充を図り、各校
のキャリア教育の計画に対して支援
を行う。各校でのキャリア教育推進
と取組への共有。

1-4 22
生活支援
課

生活困窮者学習支
援事業

生活保護世帯及び生活困窮世帯の子ども
を対象に、学習支援、学習習慣と生活習慣
の定着・改善及び親への養育支援を通じた
家庭全体の支援を行い、将来の自立の後押
しを図る。

生活保護世帯及
び生活困窮世帯
の子ども（小学
生～高校生（高
校生世代含む））

６5人
（内訳） 施設型　４人
　　　　　派遣型　小～中２　30人
　　　　　　　　　 　中学３生　10人
　　　　　　　　　 　高校生    21人

34世帯46人(小学生16人､中学生15
人､高校生15人)
施設型　5世帯6人
派遣型　29世帯40人

Ｂ

少子化により対象者が減少する
中、ケースワーカーの働きかけな
どにより、前年度並みの利用者が
あった。利用者アンケートの回答
においても8割以上が「満足」と好
評であり、今後も利用率向上に努
める。

3,269 5,060 －

生活保護ケースワー
カー、まいさぽ長野市
の働きかけ、SSWなど
との連携により実施

1-4 23
子育て給
付課

ひとり親家庭子ど
もの生活・学習支援
事業

ひとり親家庭の児童を対象に学習支援等
を行うことにより、学習習慣の形成や基本
的な生活習慣を習得し、児童の生活向上を
図る。

児童扶養手当受
給世帯等の小学
４年生～中学生
３年生

ひとり親家庭の児童に対し、学習支
援等を行うことで、児童の生活の向
上を図る。
・受講者数の指標（基準値）87人

新規申込み　25人（小学生21人、中学
生24人）
継続　17人（小学生４人、中学生13人）
計62人（小学生25人、中学生37人）

Ｂ
前年度実績（87人）から減少した
が、市内14か所で開設し概ね計
画どおりに実施できた。

11,895 14,989 －

7年度単価
受託者施設17,000
公共施設　12,000
8年度単価
受託者施設18,000
公共施設　13,000

3



個別
施策

№ 所管課 事業名等 事業内容 支援する対象者
令和7年度
事業計画

令和7年度
事業実績

判定
判定理由

（できるだけ具体的に）

令和7年度
決算見込額

（千円）

令和8年度
予算額（千円）

令和8年度の事業見直し等の有無及び
内容

備考

1-4 24

こども・若
者政策課、
生活環境
課

こども食堂への支
援

公共施設でこども食堂を実施する場合に市
が後援することで使用が可能となるよう協
力を行い、こども食堂の運営を支援する。
また、ＮＰＯ法人等が主催するフードドライ
ブ事業を共催してその活動を支援し、フー
ドドライブ等で受領した食品をこども食堂
へ提供する。

こども食堂実施
団体、こども食
堂の利用者及び
保護者

【こども・若者政策課】
・公共施設でこども食堂を実施する
場合に市が後援することで円滑な使
用が可能となるよう協力し、こども
食堂の運営を支援する。
・ＮＰＯ法人等が主催するフードドラ
イブ事業を共催してその活動を支援
し、フードドライブ等で受領した食品
をこども食堂等へ提供する。
【生活環境課】
長野市では長野市一般廃棄物処理
基本計画の中に、長野市食品ロス削
減計画推進計画を位置付けている。
食品ロスを削減するため、「フードド
ライブ」を開催するNPO等へ共催し
ている。

【こども・若者政策課】
・実施に係る名義後援　１件
【生活環境課】
・実施に係る名義後援　２件
・フードドライブ等での受領実績（こども
食堂への提供分）
459個人・企業等、6,851個、
1,296ｋｇ（食品・子ども用品）

Ｂ

【こども・若者政策課】
公共施設での開催を計画する子
ども食堂を市が後援することで、
こども食堂の運営に係る負担を
軽減できるよう支援している。

0 0 －

【こども・若者政策課】
フードドライブイベント
以外の市民からの食材
の提供希望に対して
は、県（信州こどもカ
フェプラットフォーム）
等と連携し、こども食
堂実施団体に情報提供

1-4 25
こども・若
者政策課

拠点となる子ども
の居場所整備事業

民間資金を活用し、拠点となる子どもの居
場所づくりに取り組む民間団体に対し、拠
点を継続的に開設するために必要な事業
費等について一定の補助を行う。

拠点となる居場
所を設置・運営
する民間団体、
居場所を利用す
る子ども及び保
護者

・民間資金を活用し、拠点となる子
どもの居場所づくりに取り組む民間
団体に対し、拠点を継続的に開設す
るために必要な事業費等について
一定の補助を行う。
・令和６年度より新たな支援事業と
して、常設の居場所を運営する事業
者などに対し、補助金の交付、講座
の開催、相談対応などの支援を実施
する。

・拠点となる居場所事業を実施している
１団体が対象であるが、R6年度から民
間団体の助成金を受給したため、市の
補助金は交付せず、相談対応などの伴
走支援を行った。
・令和６年度から新たな支援事業とし
て、常設の居場所を運営する事業者な
どに対し、補助金の交付、講座の開催、
相談対応などの支援実施
　講座受講団体　29団体
　補助金受給団体　4団体

Ｂ

・拠点となる子どもの居場所づく
りに取り組む団体は、活動が昨年
度の週１回から週3～４回に増え、
拠点となる居場所の役割を担っ
ている。
・補助金を4団体に交付し、子ども
の居場所の安定的な運営を支援
している。

2,946 6,420 －

拠点となる子どもの居
場所づくりに取り組む
団体への市の補助対象
期間はR6年度までの
ため、今後は相談に対
するアドバイスなど伴
走支援を行っていく予
定

分野２　生活の安定に資するための支援

個別施策２－１　妊娠・出産、子育ての切れ目のない支援の充実

2-1 26
こども総
合支援セ
ンター

こども総合支援セン
ター「あのえっと」

子どもに関するワンストップ相談窓口とし
て、育児、発達、貧困、いじめ、不登校、学校
生活などの不安や悩みについて、子どもや
保護者、子どもに関わる全ての人からの相
談に応じる。電話、メール、窓口のほか、児
童生徒が所有するタブレット端末を使用し
た子どもからの相談にも応じる。

子ども、保護者、
子育て関係者

子どもに関するあらゆる相談に電
話、面談、メール、LINEで対応する。
また、児童生徒が所有するタブレッ
ト端末を使用した子どもからの相談
にも教育委員会と連携し対応する。

・相談件数　1,424件（電話、面談、メー
ル、LINE）
・児童生徒タブレット相談フォームの相
談件数　162件

Ｂ

電話、面談、メール、LINEによる
相談対応のほか、教育委員会と連
携し、児童生徒のタブレット端末
の相談フォームからの相談にも対
応した。

14,960 18,204

これまで、おおむね18歳までのこど
もにかかわる相談窓口であったもの
を、４月から、おおむね39歳前後の
若者まで、相談対象を拡大した。

2-1 27
こども総
合支援セ
ンター

子どもに関する相
談・支援機関のネッ
トワーク化

子どもに関する相談・支援機関にタブレット
端末を配備し、市民や職員が市役所本庁舎
から離れた場所の窓口とリモートで相談で
きる体制を整備して、ワンストップでの相談
に応じる。

子ども、保護者、
子育て関係者

保健センターなどの相談支援機関に
タブレットを配備し、離れた場所から
もリモートで相談できる体制を整備
しワンストップで相談に応じる。

タブレット端末配備数　15台
（12ヵ所） Ｂ

限られた端末を有効活用するた
め、配備場所の見直しを行った
が、相談実績はなかった。

－ － －

2-1 28
こども総
合支援セ
ンター

チャットボットによ
る相談対応

ＳＮＳのチャットボットを導入し、市役所の業
務時間外でも、家庭から時間を気にせず気
軽に相談できる体制を整備し、子どもや保
護者の利便性向上を図る。

妊産婦、子ども、
保護者

チャットボットの活用により、市役所
の業務時間外でも、家庭から時間を
気にせず気軽に相談できる体制と
し、子どもや保護者の利便性向上を
図る。

・長野市LINE公式アカウント登録者数
36,044人（R8.４.１現在）
・新規事業への対応や不具合などの改
善を行った。

Ａ
ＬＩＮＥ公式アカウント登録者数が
対前年度比で8,000人以上増加
している。

0 0 －
必要に応じてチャット
ボットの機能改善を
図っていく。

2-1 29
保健所健
康課

子育て世代包括支
援センター（ながの
版ネウボラ）

妊産婦及び乳幼児の母子保健に関わる実
情を把握し、妊娠・出産・子育てについての
悩みや不安に対する相談支援を通じて、関
係機関と連携しながら、妊娠期から子育て
期に渡る切れ目のない支援を推進する。

妊産婦、子ども、
保護者

妊産婦及び乳幼児の母子保健に関
わる実情を把握し、妊娠・出産・子育
てについての悩みや不安に対する
相談支援を通じて、関係機関と連携
しながら、妊娠期から子育て期に渡
る切れ目のない支援を推進する。

・ながの版ネウボラ設置
9か所（保健センター8※、本庁１）
※保健センターには母子保健コーディ
ネーター配置、本庁は保健師

・相談対応件数
保健センター　　　　　　 4,228件
本庁健康課窓口　相談 　 ４９１件
                      　申請  1,１１６件

Ｂ
母子保健コーディネーターを年間
通して確保でき、妊娠期からの切
れ目のない支援を推進することが
できた。

59,685 67,106 －

2-1 30
保健所健
康課

妊娠届出書提出時
の母子保健コーディ
ネーターによる面談

妊婦が安心して妊娠・出産を迎え、その後
の子育て期にも切れ目なく相談体制が継
続できるよう、保健センター等での妊娠届
出書の提出時に、主に母子保健コーディ
ネーターが直接面談し、母子保健サービス
について説明する。

妊婦
母子保健コーディネーターを中心
に、地区担当保健師と連携しながら
妊婦との全数面談を行う。

妊娠届受理時の母子健康手帳交付件数
（双胎児、紛失等による交付を除く）
　2,０32件

Ｂ 地区担当保健師と協力し、全数面
談ができている。

59,685 67,106 －

4



個別
施策

№ 所管課 事業名等 事業内容 支援する対象者
令和7年度
事業計画

令和7年度
事業実績

判定
判定理由

（できるだけ具体的に）

令和7年度
決算見込額

（千円）

令和8年度
予算額（千円）

令和8年度の事業見直し等の有無及び
内容

備考

2-1 31
保健所健
康課

妊婦一般健康診査

全ての妊婦が安心して安全に出産できるよ
うに、妊婦の健康状態や胎児の発育状態等
を定期的に確認する。また、多胎児を妊娠
した妊婦に対し、通常の健診に追加して5
回までの健診費用を補助する。

妊婦
妊娠届出時に妊婦健診受診券を交
付し、健診料を公費負担する。

妊婦健康診査
受診者数　2,002 人
受診率　 　　96.6％

Ｂ 受診率を維持できている。 230,739 238,895 －

2-1 32
保健所健
康課

産婦健康診査

出産後間もない産婦に対する健康診査（母
体の身体的機能の回復、授乳状況や精神状
態の把握等）を行い、母体の健康や産後う
つ予防、新生児への虐待予防等を図る。

子ども、母親
妊娠届出時に産婦健診受診券を２
回分（産後２週間及び１か月）交付
し、健診料を公費負担する。

産婦健康診査
延べ受診者数　３,723人
受診率　　 　96.3％

Ｂ
健診結果により関係機関と連携
を図り、効果的な支援に結び付け
られている。

18,658 19,207 －

2-1 33
保健所健
康課

産後ケア事業
医療機関または助産所において母体の管
理や育児指導を行い、育児不安等の軽減を
図るため、サービス料の一部を補助する。

育児不安等によ
り特に保健指導
が必要な産婦と
新生児

契約先の医療機関または助産所に
おいて母体の管理や育児指導等を
受ける際、サービス料の概ね8割相
当を現物給付する。

・宿泊型
利用者数210人　利用日数650日
・通所型
利用者数1,066人
利用日数2,721日
・訪問型
利用者数120人　利用日数306日

Ａ
令和7年４月１日から市負担額を
８割（上限額も引き上げ）としたこ
とで、全利用型において利用者及
び利用日数が増加した。

39,248 37,626 －

2-1 34
保健所健
康課

乳児家庭全戸訪問
事業（はじめまして
赤ちゃん事業）

生後３か月までの乳児がいる家庭を助産師
または保健師が訪問し、様々な不安や悩み
を聞き、子育て支援に関する情報を提供す
るとともに、虐待防止の観点から親子の心
身の状況や養育環境等を把握し、助言す
る。

子ども、保護者

保健師又は助産師が対象家庭を訪
問し、親子に必要な保健指導等を実
施する。また身体計測等を通じて、
児の発育・栄養等育児上必要な事項
について助言する。

新生児訪問
延べ件数　2,162件
　　実件数 1,958件
内、電話件数件55件

Ａ
対象家庭を訪問し、親子に必要な
保健指導等を実施している。必要
に応じて、２回目の訪問や電話相
談を実施している。

7,811 7,978 －

2-1 35
保健所健
康課

乳幼児健康診査

子どもの発育や発達を節目の年齢で確認
し、発育状況の確認、疾病・障害等の早期発
見、保護者の育児不安等を軽減するため、
乳幼児期に総合的な健診を実施する。

子ども、保護者
集団による内科診察、問診、身体計
測、保健相談、歯科相談、栄養相談
等を行う。

健診名　　受診者数　　受診率
４か月児健診　1,967人　99.2％
1.6か月児健診2,087人　97.3％
３歳児健診　　　2,301人　97.4％

Ｂ ほぼ変わらない受診率を維持で
きている。

65,636 70,850 －

2-1 36
保健所健
康課

乳幼児健康教室

乳幼児の発達の節目のあたる時期に、子ど
もの発育・発達の状況を保護者と一緒に確
認し、日常の育児に関する相談支援を行
う。

子ども、保護者
身体計測、問診、保健相談、栄養相
談、保健師講話など実施する。

7～8か月児健康教室　実施回数：
97回　参加人数：1,862人
２歳児健康教室　実施回数：103回　参
加人数：1,728人

Ｂ

2歳児健康教室は、コロナが収束
し「集団実施・事前通知なし」の形
に戻したため、受診率が低下した
が、電話での様子確認を行う等、
必要な支援を行っている。

12,588 13,435 －

2-1 37
保健所健
康課

妊産婦・乳幼児健康
相談

妊娠・出産期から乳幼児期の健康や育児に
関することについて、保健師が相談に応じ
る。

子ども、保護者
保健センターで年間予定を事前にお
知らせし、予約不要での相談に応じ
る。

相談件数　4,541件 （妊産婦に関する
こと：465件　乳幼児に関すること：
4,072件　その他：4件）

Ｂ 出生数の減少に伴い、相談対応件
数も減少した。

12,588 13,435 －

2-1 38
保健所健
康課

養育支援訪問事業

乳児家庭全戸訪問事業等により把握した、
養育を支援する必要がある乳児等、保護
者、妊産婦に対して、保健師等による養育
に関する相談、指導及び助言を行うととも
に、ヘルパーによる乳幼児の保育や家事支
援等へ繋げる。

養育を支援する
必要がある乳児
等もしくはその
保護者または妊
産婦

保健師又は助産師を対象家庭に派
遣し、必要な保健指導等を実施す
る。また、必要に応じ関係支援機関
との連絡調整を行い、継続的にフォ
ローアップしていく。

【健康課】
要支援家庭に対する支援実施率
100％ Ｂ 要支援家庭に支援を実施できて

いる。
998 1151

－

2-1 39
保育・幼稚
園課

子育てコンシェル
ジュ

日常的な相談場所として2か所のこども広
場に専門スタッフを配置し、悩みの解決策
を一緒に考え、ニーズに沿った適切な支援
へつないだり、子育て情報の案内を行う。

子ども、保護者
こども広場２箇所に子育てコンシェ
ルジュを配置し、身近な相談場所と
して継続する。

こども広場２か所に子育てコンシェル
ジュを配置
相談件数　計2,721件
（じゃん・けん・ぽん1,776件、このゆび
とまれ945件）

Ｂ 相談者のニーズに沿った助言や関
係機関へつなぐことができた。

－ － －
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個別
施策

№ 所管課 事業名等 事業内容 支援する対象者
令和7年度
事業計画

令和7年度
事業実績

判定
判定理由

（できるだけ具体的に）

令和7年度
決算見込額

（千円）

令和8年度
予算額（千円）

令和8年度の事業見直し等の有無及び
内容

備考

2-1 40
保育・幼稚
園課

地域子育て支援拠
点事業（こども広
場、地域子育て支援
センター、おひさま
広場）

こども広場、地域子育て支援センター、保育
園・幼稚園・認定こども園で園開放等を行
うおひさま広場において、気軽に親子の交
流や子育て相談ができる場を提供する。

子ども、保護者

こども広場、地域子育て支援セン
ター、保育園・幼稚園・認定こども園
で園開放等を行うおひさま広場に
おいて、子育て親子の交流や子育て
相談ができる場を提供する。

・利用者数(延べ人数)
こども広場61,292人
地域子育て支援センター48,936人
おひさま広場17,653人

・保護者からの育児相談等（延べ件数）
こども広場2,902件
子育て支援センター5,444件
おひさま広場2,686件

Ｂ
講座やイベントを行い、親子の交
流の場を提供できた。また、身近
な場所で子育て相談に応じること
ができた。

238 298 －

2-1 41
こども総
合支援セ
ンター

親子関係スキルアッ
プ事業

子どもの行動の理解の仕方を学び、前向き
に子育てに取り組めることを目標に、ペア
レント・トレーニングの手法による講座を実
施する。

子育てに難しさ
を感じる保護者

専門講師によるペアレントトレーニン
グ講座（１コース４回シリーズ/定員２
０名）を３コース実施する。

4回シリーズを1コース（定員20名）とし
て、３コース実施
受講人数　38人　延べ124人

Ｂ
ペアレントトレーニング講師による
講話のほか、グループワークによ
り各自の振り返りを毎回行った。

240 257 －

2-1 42
こども総
合支援セ
ンター

こども家庭センター

子育て家庭福祉課をこども家庭センターに
位置付け、子ども家庭支援員や心理担当支
援員などの専門職員を配置し、住民により
身近な場所で、児童虐待の状況に応じた各
種相談や家庭への支援を行う。

子どもとその家
庭や妊産婦等

母子保健と児童福祉の両分野の一
体的な運営を行うことにより、全て
の妊産婦、子育て世帯、こどもに対
し、出産前から子育て期にかかる切
れ目ない支援を行う。

家庭児童相談件数　5,942件 Ｂ

こども家庭センターに専門職員を
配置し、妊娠期から保健センター
との連携を図り、児童相談を実施
し、児童虐待対応を図ることがで
きた。

16,566 16,617 －

2-1 128
保育・幼稚
園課

【令和６年度新規事
業】保育所等使用済
みおむつ処分事業

保育所等における使用済みおむつの自園
処理について、市内すべての保護者に対し
て一律におむつ持ち帰りに関する負担感の
軽減を図るため、公立園において自園処
理、私立保育所等に対し処分費の補助を行
う。

子ども、保護者、
保育士

保護者や保育士の負担軽減を図る
ため、おむつの自園処理を推進し、
私立保育所等の処分費に対する補
助金交付を円滑に行う。

補助対象の私立保育所等82施設の内、
71施設に対し補助金を交付
（内訳）
・保育所等　31施設
・認定こども園　31施設
・幼稚園　9施設
公立園においては全施設で自園処理を
実施

Ｂ

処分費の補助を開始したことで、
私立保育所等においてはほぼ全
園で自園処理が開始され、保護者
や保育士の負担軽減につながっ
た。

8,946 9,969 －

個別施策２－２　保護者の自立や生活安定に向けた支援の充実

2-2 43
生活支援
課

生活困窮者自立相
談支援事業（生活就
労支援センター「ま
いさぽ長野市」）

生活困窮者自立支援法に基づき、「第二の
セーフティネット」として、様々な課題を抱
える世帯に対し、住居確保給付金の支給、
家計改善支援、子どもの学習支援、就労準
備支援、一時生活支援など、関連機関と連
携して問題解決に向けた支援を行う。

長野市生活就労
支援センター
（愛称：まいさぽ
長野市）に相談
があった生活困
窮世帯

若者の職業的自立に関する情報交
換及び事業の連携のため、関係機関
による若者自立支援ネットワーク会
議を開催する。

延べ相談件数　20,659件 Ｂ

延べ相談件数が、前年度実績を上
回っている。
生活困窮者の相談に応じ必要な
情報の提供や助言、関連機関と連
携して問題解決に向けた支援を行
う。

39,599 48,084 －
長野市社会福祉協議会
への委託

2-2 44
生活支援
課

生活保護受給者等
就労自立促進事業
（福祉・就労支援
コーナー「ジョブ縁
ながの」）

市が行う福祉サービスとハローワーク長野
が行う就職支援サービスを一体的に実施す
るハローワーク長野の常設窓口を市役所内
に設置し、就職支援ナビゲーターによる職
業相談・職業紹介等を実施する。

生活保護受給
者、児童扶養手
当受給者、住居
確保給付金受給
者、及び生活困
窮者自立支援法
に基づく自立相
談支援事業によ
る支援を受けて
いる生活困窮者
等

長野労働局のほか、商工会議所や商
工会等を通じて、本奨励金事業を周
知するとともに、国の両立支援の動
向を見据えながら、事業内容の見直
しを検討していく。

支援対象者数：１８1人
就職者数：128人 Ｂ

支援対象者数、就職者数とも、当
初目標を達成した。引き続き関係
機関と連携し、就労支援を行う。

－ － －

2-2 45
子育て給
付課

母子・父子・寡婦相
談

母子・父子自立支援員を配置し、ひとり親
家庭で児童を扶養している人及び寡婦の
生活相談、自立支援等の各種相談に応じ
て、悩み事の解決や自立を図る。

ひとり親家庭の
親

ひとり親家庭の相談者に寄り添った
相談支援を行い、相談内容に応じて
関係機関等へ繋ぐなどにより、相談
者の悩み事の解決を図る。
・解決率100%

相談指導実績　延べ1,551件
解決率９９．２％ Ｂ

前年度実績（延べ1,369件）から
増加した。本庁及び篠ノ井分室に
母子・父子自立支援員を1名ずつ
配置し、ひとり親家庭の相談者に
寄り添った相談支援ができてい
る。

3,722 4,497 －

2-2 46
子育て給
付課

母子・父子・寡婦福
祉資金の貸付

ひとり親家庭が経済的に自立するため、児
童の就学支度、修学資金等の貸付を行う。

ひとり親家庭の
親及び児童

貸し付けがひとり親家庭の自立更生
に対し真に有効、かつ、無用な借財
の圧迫を引き起こすことのない金額
の妥当性等を精査の上、貸付けの適
否を行う。

4,292千円（7件）の貸付を行った

【内訳】　備考のとおり Ｂ

おもに進学を希望する対象家庭
に修学資金や就学支度資金の貸
付を行なったことで、経済的な不
安や負担を軽減し就学につなげて
もらうことができた。

4,292 13,959 －

〇新規2件　計1,327
千円
修学資金2件（1,327
千円）
〇継続5件　計2,966
千円
修学資金5件（2,966
千円）
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施策

№ 所管課 事業名等 事業内容 支援する対象者
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令和7年度
事業実績
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2-2 47

こども総
合支援セ
ンター、人
権・男女共
同参画課

女性相談

家庭内の揉め事や生活上の相談、配偶者か
らの暴力（DV）など、女性が日常生活を送
る上で抱えている様々な問題の相談に応
じ、関係機関と連携して悩み事の解決や自
立を図る。

女性

困難な問題を抱える女性等に対して
支援を行うため、3名の女性相談支
援員を配置し、相談を実施
男女共同参画センターにおいて、電
話や面接による女性のための相談
を実施
　月火木金　9：00～16：00
　水12：00～19：00
　（面接は16：00まで）
　年末年始を除く

子育て家庭福祉課・篠ノ井分室
２,476件
男女共同参画センター　451件

Ｂ

令和６年度から女性相談員１名増
員し、相談に対し面接・電話相談
に適宜対応し、緊急対応が必要な
ケースについても相談者の安全を
確保した対応ができた。
困りごとや悩みごとを抱える女性
を支援することができている。

13,541 15,034 －

2-2 48
こども総
合支援セ
ンター

母子生活支援施設

母子家庭等で児童の福祉が必要な場合、保
護者、児童ともに入所・保護し、自立に向け
た支援を行うとともに、退所後においても
相談等の支援を行う。

配偶者の内女子
等で、支援を要
する母子

支援を要する母子を保護するととも
に、生活を支援することにより自立
の促進を図る。

入所世帯数　　7世帯
（支援児童数　 16人） Ｂ

保護を必要とする母子家庭に対し
て入所措置を実施するとともに、
施設とも定期的に情報共有し、母
子世帯の自立支援を行った。

26,763 40,418 －

2-2
1

〈再
掲〉

保育・幼稚
園課

幼児期の教育・保育
環境の整備

安心して子どもを預けることができる環境
を整えるため、教育・保育ニーズを適切に
把握し、幼稚園、保育所及び認定こども園
の適正な利用定員の確保を図る。

幼稚園、保育所
等を利用する子
ども、保護者

児童の総数は減少傾向にあるため、
不足が見込まれる他の年齢区分に
定員を振り分けるなど、定員の弾力
化等により可能な限り既存の施設で
対応するようにしていく。

一部の私立保育所等からは、入園希望児童
の減少などによる定員変更の相談があり、
そのつど園の状況などを確認しつつ、適切
な定員設定に努めた。

Ｂ

子ども・子育て支援事業計画におい
て提供区域ごとに設定された確保の
内容が量の見込みに達していないと
思われる区域については、年齢区分
間での定員の振り分けを私立保育所
にも依頼するなどして定員の確保を
図った。

－ － －

2-2 49
保育・幼稚
園課

ひとり親家庭児童
の保育所利用への
配慮

ひとり親家庭の児童の保育所利用に際し
て、保育の必要度の点数を加点して、優先
的に利用できるよう配慮する。

ひとり親家庭の
親及び児童

ひとり親家庭の児童の保育所利用
に際して、保育の必要度の点数を加
点して、優先的に利用できるよう配
慮する。

ひとり親家庭の点数を加点し優先的に
利用できるよう配慮を実施 Ｂ

・利用調整基準によりひとり親家
庭の点数を加点し、希望する保育
所等の利用が決定した。

－ － －

2-2 50
こども・若
者政策課

放課後子ども総合
プラン

保護者が就労等で昼間家庭にいない児童
の放課後等に安全・安心な居場所を確保
し、遊びや交流、各種体験活動を通じて子
どもたちの健やかな育ちと保護者の仕事と
子育ての両立を支援する。

放課後子ども総
合プラン事業を
利用する児童の
保護者（小学生）

児童館・児童センターと小学校内施
設（子どもプラザ）等を活用して、放
課後等の小学生の安全で安心な居
場所を確保する。

登録児童数
9,190人（R7.5.1現在）
登録率
54.4％（R7.5.1現在）
延べ利用登録
101,037人（R7年度通年）

Ｂ
放課後子ども総合プラン事業の
利用登録児童数は年々増加傾向
にあるが、待機児童なしで実施で
きている。

1,479,661 1,803,359 －
決算額及び予算額は、
放課後子ども総合プラ
ン委託料の額

2-2 51
保育・幼稚
園課

ファミリー・サポー
ト・センター

子育ての手助けが欲しい人、子育ての手伝
いができる人、両方を兼ねる人に会員登録
していただき、保育施設までの送迎、保育
施設の開始前や終了後または学校の放課
後の預かり、病児・病後児の預かり、保護者
のリフレッシュ等のニーズに対応し、子育て
のサポート等を提供する相互援助活動を促
進する。

保護者、子ども

ファミリー・サポート・センター事業
について会員募集を行っているが、
会員の高齢化と会員数減少が進ん
でいる。周知等を行い、会員確保に努
めていく。

・会員数　1,645人

・活動件数　1,865件

・R7入会説明会
定期開催　16回　139人
随時開催　35回　41人（うち3回3名は
訪問開催）

Ｂ
比較的年齢層の若い依頼会員に
声掛けを行い、両方会員の増加を
図った。

11,133 11,409 －

2-2 52
こども総
合支援セ
ンター

ショートステイ事業

保護者の病気や妊娠･出産、家族の介護、冠
婚葬祭、育児による疲労等のため、家庭に
おいて児童を養育することが一時的に困難
になった場合、児童養護施設等において一
定期間預かり、養育する。

保護者、子ども

保護者の状況により、家庭において
児童を養育することが一時的に困難
になった場合、申請に基づいて利用
調整を図る。

利用日数　1,017日（ショートステイ、ト
ワイライトステイの合算。決算・予算額
も）

Ｂ

保護者の希望に基づいて、適宜利
用調整を行い、特に育児疲れを理
由に利用するケースについては、
育児負担の軽減を図ることがで
きた。

2,710 3,901 －

2-2 53
こども総
合支援セ
ンター

トワイライトステイ事
業

保護者の仕事、その他の理由により、平日
の夜間または休日に不在となり、家庭にお
いて児童を養育することが困難になった場
合も、児童養護施設等において一時的に預
かり、養育する。

保護者、子ども

保護者の状況により、家庭において
児童を養育することが一時的に困難
になった場合、申請に基づいて利用
調整を図る。

利用日数　1,017日（ショートステイ、ト
ワイライトステイの合算。決算・予算額
も）

Ｂ

保護者の希望に基づいて、適宜利
用調整を行い、保護者が仕事等で
一時的に養育が困難な状況にお
いて、児童の一時預かりを行い、
必要な保護を行うことができた。

2,710 3,901 －
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個別
施策

№ 所管課 事業名等 事業内容 支援する対象者
令和7年度
事業計画

令和7年度
事業実績

判定
判定理由

（できるだけ具体的に）

令和7年度
決算見込額

（千円）

令和8年度
予算額（千円）

令和8年度の事業見直し等の有無及び
内容

備考

2-2 54
保健所健
康課

要支援母子栄養食
品支給事業

生活保護世帯、所得税非課税世帯及び市民
税非課税世帯に属する妊産婦及び乳児に
必要な粉ミルク等を給付する。

生活保護世帯、
所得税非課税世
帯及び市民税非
課税世帯に属す
る妊産婦及び乳
児（乳児につい
ては体重制限あ
り）

妊婦には申請した翌月から出産した
月の末日まで、産婦には出産した翌
月から３か月間、乳児は生後４か月
に達する月の初日から満１歳に達す
る月の末日まで規定量を支給する。

支給人数
妊産婦　21人
乳児　　 4人
支給月数
スキムミルク　19か月
粉ミルク　44か月

Ｂ 必要な世帯に給付できている。 199 229 －

2-2 55 住宅課
市営住宅入居者募
集の優先区分

中学校卒業前の子どもがいる子育て世帯
に対して市営住宅の優先入居申込資格を
与える。

中学校卒業前の
子どもがいる世
帯

需要に応じて、昨年度の実績と同等
かそれ以上の募集を行う。

募集住戸
　市営住宅　10戸（年８回募集）
　特別市営住宅（栗田・今井）0戸

Ｂ

　令和7年度の特別市営住宅の募集
戸数は5戸であり、実績が0戸になる
ことはやむを得ない。
　市営住宅では10戸の事業実績と
なっており、実績数としては前年度
よりも微減しているが、改修団地の
一斉募集等に起因するものであるた
め、判定はBとしたい。

0 0 －

2-2 56
保育・幼稚
園課、生活
環境課

リユース品の提供・
交換

使用しなくなった子ども用の衣類、育児用
品などを受け入れ、希望者に対して提供す
る。

子育て中の保護
者

【こども広場】
市内のこども広場２か所でリユース
コーナー等を設置し、利用者が随時
提供・利用できるよう、引き続き取
り組みを行う。
【リサイクルプラザ】
おさがり交換会年4回実施予定

【こども広場】篠ノ井こども広場「このゆ
びとまれ」
「ゆずりあいBOX」を常設
「ゆずりあいｄａｙ」を５月に開催
参加実績　104組

もんぜんぷら座こども広場「じゃん・け
ん・ぽん」
リユースマーケットを毎月月末１週間開
催
【リサイクルプラザ】おさがり交換会R7
年度実績8,908品・・・交換、有料、無料
で提供した数（ちなみに持ち込まれたの
は通常の受入れを含め9,776品）

Ｂ

「このゆびとまれ」
利用者が随時提供・利用できるよ
う、館内にゆずりあいＢＯＸを設
置した。また、５月にゆずりあいｄ
ａｙｓを実施し、多くの参加があっ
た。

「じゃん・けん・ぽん」
館内にリユースコーナーを設置
し、期間中に多くの利用者が随時
提供・利用している。

【リサイクルプラザ】
前年度比減少となったが同程度
であると言えるため。

－ － 引き続き取り組みを行っていく。

個別施策２－３　配慮を要する子どもの生活支援の充実

2-3 57
こども総
合支援セ
ンター

子ども・若者ケア
ラー支援

子ども・若者ケアラー（ヤングケアラー）につ
いて、関係者や地域住民の理解促進のため
の啓発等を行うことで社会的認知度の向
上を図り、早期発見や支援につなげる。

家事や家族の世
話などを日常的
に行う子どもや
その世帯、支援
関係者・関係機
関

関係機関の周知啓発を進め、ヤング
ケアラー窓口への相談につなげ、
ニーズに応じてサービスの提供を行
う。

相談・支援窓口の設置（コーディネー
ター２名配置）
広告・啓発活動（パンフレット作成等）
相談件数　49件

Ｂ

ヤングケアラーコーディネーター
が相談を受け、関係機関との連
携、子育て世帯訪問支援事業の導
入を行い、児童のケア負担軽減を
図ることができた。

9,916 12,556 －

2-3 58
学校教育
課

教育支援センター
（中間教室）

不登校傾向または不登校状態にある児童
生徒に対し、基本的生活習慣の改善等の相
談・支援を行い、児童生徒の社会的な自立
に向けて個々の状態に応じた支援を行う。

不登校傾向また
は不登校状態に
ある児童生徒

教育支援センター機能拡張として不
登校児童生徒アウトリーチ支援事業
と連携した支援を行う。

７か所
利用児童生徒数126名 Ａ

市内７か所に通いやすいように分
散配置されていて、大人数やにぎ
やかすぎることが苦手な子の居場
所として役立っている。アウトリー
チ支援事業との連携により、今ま
で通うことができなかった児童生
徒の利用にもつながっている。

41,483 48,362
教育支援センター機能拡張として不
登校児童生徒アウトリーチ支援事業
と連携を強化する。

2-3 59
学校教育
課

フリースクール等民
間団体との連携・協
働

民間団体・企業・NPO法人等と連携・協働
し、不登校児童生徒の社会的自立を図る。

不登校状態にあ
る児童生徒

長野地域多様な学びフォーラム実行
委員会を軸に民間と行政とが共同し
て「長野地域多様な学びフォーラム」
を開催する。

「長野地域多様な学びフォーラム」
参加者100名 Ａ

長野地域多様な学びフォーラム実
行委員会を軸に民間と行政とが
共同して事業を実施することがで
きた。

220 220
長野地域多様な学びフォーラム実行
委員会を軸に民間と行政とが共同し
て事業を実施する。

実行委員　４人

2-3 60
障害福祉
課

児童発達支援
児童発達支援センター等において、日常生
活における基本的な動作の指導、知識技能
の付与、集団生活への適応訓練等を行う。

障害児
当該支援を必要とする障害児に対し
て過不足なくサービスを提供する。

利用者数　324人 Ｂ
支援を必要とする児童に対して適
切にサービスを提供することがで
きたため。（前年度利用者数：
303人）

605,873 2,382,347 －

予算額については下記
項目合算
児童発達支援、居宅訪
問型児童発達支援、放
課後等デイサービス、
保育所等訪問支援、障
害児相談支援

2-3 61
障害福祉
課

医療型児童発達支
援

肢体不自由等のある障害児に、日常生活に
おける基本的動作の指導、知識や技能の付
与または集団生活への適応のための訓練、
その他必要な支援及び治療を行う。

障害児 ー － Ｂ
本事業について、R6からは№60
児童発達支援に含まれるため、判
定は同様にBとした。

0 － －
本事業についてR6か
らは児童発達支援に含
まれる
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個別
施策

№ 所管課 事業名等 事業内容 支援する対象者
令和7年度
事業計画

令和7年度
事業実績

判定
判定理由

（できるだけ具体的に）

令和7年度
決算見込額

（千円）

令和8年度
予算額（千円）

令和8年度の事業見直し等の有無及び
内容

備考

2-3 62
障害福祉
課

放課後等デイサービ
ス

学校通学中の障害児に対し、放課後や夏休
み等の長期休暇中に、生活能力向上のため
に必要な訓練と、社会との交流の促進を行
う。

障害児
当該支援を必要とする障害児に対し
て過不足なくサービスを提供する。

利用者数　1,560人 Ｂ
支援を必要とする児童に対して適
切にサービスを提供することがで
きたため。（前年度利用者数：
1,507人）

1,412,260 － －
予算額については児童
発達支援欄に合算掲載

2-3 63
障害福祉
課

保育所等訪問支援

障害児施設で指導経験のある児童指導員
や保育士が、保育所等を２週間に１回程度
訪問し、障害児が集団生活に適応するため
の専門的な支援を行う。

障害児
当該支援を必要とする障害児に対し
て過不足なくサービスを提供する。

利用者数　38人 Ｂ
支援を必要とする児童に対して適
切にサービスを提供することがで
きたため。（前年度利用者数：40
人）

10,846 － －
予算額については児童
発達支援欄に合算掲載

2-3 64
障害福祉
課

障害児相談支援事
業・計画相談支援

指定障害児相談支援事業所等の相談支援
専門員が、障害福祉サービス利用の具体的
な計画を作成し、地域での生活を支援する
とともに、利用計画の質の向上を図る。

障害児やその家
族

当該支援を必要とする障害児及び
その家族に対して過不足なくサービ
スを提供する。

利用者数　473人 Ｂ
支援を必要とする児童に対して適
切にサービスを提供することがで
きたため。（前年度利用者数：
367人）

96,618 － －
予算額については児童
発達支援欄に合算掲載

2-3 65
障害福祉
課

障害児自立サポート
事業

障害児が自主性、社会性、創造性などを身
につけることを支援し、保護者の家庭での
介護負担を軽減する。

障害児
在宅障害児の生活の自立を支援、及
びその保護者の介護に係る負担軽
減を図る。

実利用者数　575人 Ｂ
支援を必要とする児童に対して適
切にサービスを提供することがで
きたため。

18,024 20,424 －

2-3 66
こども総
合支援セ
ンター

社会的養護出身の
若者自立支援

長野県社会福祉協議会等と連携して、児童
養護施設や里親など社会的養護出身の若
者の住居確保や就労等の支援を推進する。

児童養護施設や
里親など社会的
養護出身の若者

県の事業のため、市が直接行ってい
るものはないが、県から要請があれ
ば、積極的に協力していく

－ Ｂ
県の事業のため、市が直接行って
いるものはないが、県から要請が
あれば、積極的に協力していく。

－ － －
県実施の事業
県が全中学校区に派遣

2-3 67
こども総
合支援セ
ンター

里親委託事業

新たな里親の開拓に向け県や関係団体等
と連携を図り、様々な事情で心身ともに傷
ついた子どもを、家庭的な雰囲気の中で養
育する里親への支援を進める。

里親、子ども
長野市里親会と連携し、連絡調整、
必要な事務を行う

長野市里親会の会員数（里親）
40世帯 Ｂ

長野市里親会事務局として、会員
と連携し、連絡調整、必要な事務
を実施することができた。

10 10 －

2-3 68
こども総
合支援セ
ンター

要保護児童対策地
域協議会

要保護児童の適切な保護または要支援児
童もしくは特定妊婦への適切な支援を図る
ため、長野県中央児童相談所等の関係機関
及び庁内関係部局による情報交換や情報
共有を進め、児童虐待の早期発見・早期対
応を図る。

要保護・要支援
児童、特定妊婦

児童虐待防止のため、代表者会議年
1回、実務担当者会議年36回、個別
ケース検討会の開催を適宜行う

代表者会議開催回数　１回
実務担当者会議開催回数　3６回
個別ケース検討会議開催回数　481回

Ｂ
児童虐待防止を目的として、個別
ケース会議を適宜開催し、関係機
関との情報共有、対応方針の検討
を図ることができた。

－ － －

2-3
47
〈再
掲〉

こども総
合支援セ
ンター、人
権・男女共
同参画課

女性相談

家庭内の揉め事や生活上の相談、配偶者か
らの暴力（DV）など、女性が日常生活を送
る上で抱えている様々な問題の相談に応
じ、関係機関と連携して悩み事の解決や自
立を図る。

女性

困難な問題を抱える女性等に対して
支援を行うため、3名の女性相談支
援員を配置し、相談を実施
男女共同参画センターにおいて、電
話や面接による女性のための相談
を実施
　月火木金　9：00～16：00
　水12：00～19：00
　（面接は16：00まで）
　年末年始を除く

相談件数
子育て家庭福祉課・篠ノ井分室
２,476件
男女共同参画センター　451件

Ｂ

令和６年度から女性相談員１名増
員し、相談に対し面接・電話相談
に適宜対応し、緊急対応が必要な
ケースについても相談者の安全を
確保した対応ができた。
困りごとや悩みごとを抱える女性
を支援することができている。

13,541 15,034 －

2-3
48
〈再
掲〉

こども総
合支援セ
ンター

母子生活支援施設

母子家庭等で児童の福祉が必要な場合、保
護者、児童ともに入所・保護し、自立に向け
た支援を行うとともに、退所後においても
相談等の支援を行う。

配偶者の内女子
等で、支援を要
する母子

支援を要する母子を保護するととも
に、生活を支援することにより自立
の促進を図る。

入所世帯数　　7世帯
（支援児童数　 16人） Ｂ

保護を必要とする母子家庭に対し
て入所措置を実施するとともに、
施設とも定期的に情報共有し、母
子世帯の自立支援を行った。

26,763 40,418 －

2-3
22
〈再
掲〉

生活支援
課

生活困窮者学習支
援事業

生活保護世帯及び生活困窮世帯の子ども
を対象に、学習支援、学習習慣と生活習慣
の定着・改善及び親への養育支援を通じた
家庭全体の支援を行い、将来の自立の後押
しを図る。

生活保護世帯及
び生活困窮世帯
の子ども（小学
生～高校生（高
校生世代含む））

６5人
（内訳） 施設型　４人
　　　　　派遣型　小～中２　30人
　　　　　　　　　 　中学３生　10人
　　　　　　　　　 　高校生    21人

34世帯46人(小学生16人､中学生15
人､高校生15人)
施設型　5世帯6人
派遣型　29世帯40人

Ｂ

少子化により対象者が減少する
中、ケースワーカーの働きかけな
どにより、前年度並みの利用者が
あった。利用者アンケートの回答
においても8割以上が「満足」と好
評であり、今後も利用率向上に努
める。

3,269 5,060 －

生活保護ケースワー
カー、まいさぽ長野市
の働きかけ、SSWなど
との連携により実施

9



個別
施策

№ 所管課 事業名等 事業内容 支援する対象者
令和7年度
事業計画

令和7年度
事業実績

判定
判定理由

（できるだけ具体的に）

令和7年度
決算見込額

（千円）

令和8年度
予算額（千円）

令和8年度の事業見直し等の有無及び
内容

備考

2-3
23
〈再
掲〉

子育て給
付課

ひとり親家庭子ど
もの生活・学習支援
事業

ひとり親家庭の児童を対象に学習支援等
を行うことにより、学習習慣の形成や基本
的な生活習慣を習得し、児童の生活向上を
図る。

児童扶養手当受
給世帯等の小学
４年生～中学生
３年生

ひとり親家庭の児童に対し、学習支
援等を行うことで、児童の生活の向
上を図る。
・受講者数の指標（基準値）87人

新規申込み　25人（小学生21人、中学
生24人）
継続　17人（小学生４人、中学生13人）
計62人（小学生25人、中学生37人）

Ｂ
前年度実績（87人）から減少した
が、市内14か所で開設し概ね計
画どおりに実施できた。

11,895 14,989 －

7年度単価
受託者施設17,000
公共施設　12,000
8年度単価
受託者施設18,000
公共施設　13,000

2-3
13
〈再
掲〉

学校教育
課

スクールソーシャル
ワーカーによる支援

不登校児童生徒や保護者にスクールソー
シャルワーカーを派遣し、教育相談を行い、
必要に応じて助言・指導や関係機関等と連
携することにより、児童生徒が抱える課題
の解決を図る。

市立小中学校に
在学する児童生
徒とその保護者
及び教職員

学校からの「つながるサポート」要請
に基づいたスクールソーシャルワー
カーの派遣のほか、訪問型支援を行
うアウトリーチスタッフと連携した支
援を進める。
各校のスクリーニング会議にも参加
することで支援を必要とする児童生
徒について把握する。

支援対象件数　248件
（つながるサポートの申込は262件） Ａ

アウトリーチ支援チームとの連携
を図ることで相乗効果が生まれ、
支援対象者に対する適切な支援
ができた。

12,783 10,878
アウトリーチコーディネーアターを中
心としたアウトリーチスタッフや指導
主事との連携強化

市の配置
令和３年度　２人
令和４年度　４人
令和５年度　５人
令和６年度　６人
令和７年度　６人
令和８年度　６人
（令和７年度以降１人は
アウトリーチコーディ
ネーター兼務）

2-3
14
〈再
掲〉

学校教育
課

スクールカウンセ
ラーによる支援

児童生徒や保護者の抱える悩みを受け止
め、学校におけるカウンセリング機能の充
実を図るため、スクールカウンセラーを派
遣する。（県事業）

市立小中学校に
在学する児童生
徒とその保護者

長野県が配置するスクールカウンセ
ラーについて、学校間や県との調整
を行う。

－ Ｂ 計画通り実施できた。 － － －
県実施の事業
県が全中学校区に派遣

2-3
24
〈再
掲〉

こども・若
者政策課、
生活環境
課

こども食堂への支
援

公共施設でこども食堂を実施する場合に市
が後援することで使用が可能となるよう協
力を行い、こども食堂の運営を支援する。
また、ＮＰＯ法人等が主催するフードドライ
ブ事業を共催してその活動を支援し、フー
ドドライブ等で受領した食品をこども食堂
へ提供する。

こども食堂実施
団体、こども食
堂の利用者及び
保護者

【こども・若者政策課】
・公共施設でこども食堂を実施する
場合に市が後援することで円滑な使
用が可能となるよう協力し、こども
食堂の運営を支援する。
・ＮＰＯ法人等が主催するフードドラ
イブ事業を共催してその活動を支援
し、フードドライブ等で受領した食品
をこども食堂等へ提供する。
【生活環境課】
長野市では長野市一般廃棄物処理
基本計画の中に、長野市食品ロス削
減計画推進計画を位置付けている。
食品ロスを削減するため、「フードド
ライブ」を開催するNPO等へ共催し
ている。

【こども・若者政策課】
・実施に係る名義後援　１件
【生活環境課】
・実施に係る名義後援　２件
・フードドライブ等での受領実績（こども
食堂への提供分）
459個人・企業等、6,851個、
1,296ｋｇ（食品・子ども用品）

Ｂ

【こども・若者政策課】
公共施設での開催を計画する子
ども食堂を市が後援することで、
こども食堂の運営に係る負担を
軽減できるよう支援している。

0 0 －

【こども・若者政策課】
フードドライブイベント
以外の市民からの食材
の提供希望に対して
は、県（信州こどもカ
フェプラットフォーム）
等と連携し、こども食
堂実施団体に情報提供

2-3
25
〈再
掲〉

こども・若
者政策課

拠点となる子ども
の居場所整備事業

民間資金を活用し、拠点となる子どもの居
場所づくりに取り組む民間団体に対し、拠
点を継続的に開設するために必要な事業
費等について一定の補助を行う。

拠点となる居場
所を設置・運営
する民間団体、
居場所を利用す
る子ども及び保
護者

・民間資金を活用し、拠点となる子
どもの居場所づくりに取り組む民間
団体に対し、拠点を継続的に開設す
るために必要な事業費等について
一定の補助を行う。
・令和６年度より新たな支援事業と
して、常設の居場所を運営する事業
者などに対し、補助金の交付、講座
の開催、相談対応などの支援を実施
する。

・拠点となる居場所事業を実施している
１団体が対象であるが、R6年度から民
間団体の助成金を受給したため、市の
補助金は交付せず、相談対応などの伴
走支援を行った。
・令和６年度から新たな支援事業とし
て、常設の居場所を運営する事業者な
どに対し、補助金の交付、講座の開催、
相談対応などの支援実施
　講座受講団体　29団体
　補助金受給団体　4団体

Ｂ

・拠点となる子どもの居場所づく
りに取り組む団体は、活動が昨年
度の週１回から週3～４回に増え、
拠点となる居場所の役割を担っ
ている。
・補助金を4団体に交付し、子ども
の居場所の安定的な運営を支援
している。

2,946 6,420 －

拠点となる子どもの居
場所づくりに取り組む
団体への市の補助対象
期間はR6年度までの
ため、今後は相談に対
するアドバイスなど伴
走支援を行っていく予
定

2-3 69
福祉政策
課

「生理の貧困」問題
への対応

経済的困窮で生理用品を購入することが
困難な市民に、団体からの寄付を活用し、
生理用品を無償で配布する。

経済的困窮で生
理用品を購入す
ることが困難な
市民

経済的困窮で生理用品を購入する
ことが困難な市民に、団体からの寄
付を活用し、生理用品を無償で配布
する。

寄付がなかったため未実施ではある
が、庁内及び関係機関で配布できる体
制を整備

Ｂ

人権・男女共同参画課（男女共同
参画センター）、子育て家庭福祉
課、生活支援課、福祉政策課篠ノ
井分室（篠ノ井支所）、社会福祉協
議会（まいさぽ長野市）など庁内
及び関係機関で配布できるよう
体制を整備している。

0 0 －

2-3
50
〈再
掲〉

こども・若
者政策課

放課後子ども総合
プラン

保護者が就労等で昼間家庭にいない児童
の放課後等に安全・安心な居場所を確保
し、遊びや交流、各種体験活動を通じて子
どもたちの健やかな育ちと保護者の仕事と
子育ての両立を支援する。

放課後子ども総
合プラン事業を
利用する児童の
保護者（小学生）

児童館・児童センターと小学校内施
設（子どもプラザ）等を活用して、放
課後等の小学生の安全で安心な居
場所を確保する。

登録児童数
9,190人（R7.5.1現在）
登録率
54.4％（R7.5.1現在）
延べ利用登録
101,037人（R7年度通年）

Ｂ
放課後子ども総合プラン事業の
利用登録児童数は年々増加傾向
にあるが、待機児童なしで実施で
きている。

1,479,661 1,803,359 －
決算額及び予算額は、
放課後子ども総合プラ
ン委託料の額
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個別
施策

№ 所管課 事業名等 事業内容 支援する対象者
令和7年度
事業計画

令和7年度
事業実績

判定
判定理由

（できるだけ具体的に）

令和7年度
決算見込額

（千円）

令和8年度
予算額（千円）

令和8年度の事業見直し等の有無及び
内容

備考

2-3 70
スポーツ
課、文化財
課、博物館

子どもの多様な体
験の機会の提供

家庭環境に左右されずに子どもが多様な
体験の機会を持てるよう、市民プールや
松代藩文化施設、博物館等の毎週土曜日等
の小中学生の利用料や入館料を無料にす
る。

児童生徒

【文化財課・博物館】松代藩文化施
設,博物館等について、毎週土曜日
等の小中学生の入館料を無料にす
る。

【スポーツ課】市民プールは毎週土曜日
等の小中学生の利用料を引き続き無料
とした。
【文化財課・博物館】松代藩文化施設,博
物館等について、毎週土曜日等の小中
学生の入館料を無料にした。

Ｂ

【スポーツ課】
令和6年度に引き続き、毎週土曜
日及び開場日、閉場日、市民ス
ポーツの日における小中学生の
利用料を無料としたことで、多く
の子どもにスポーツを体験する機
会を提供できた。
【文化財課・博物館】
博物館等について、毎週土曜日等
の小中学生の入館料を無料にし
たため。

－ －

【スポーツ課】引き続き、市民プール
について、毎週土曜日等の小中学生
の利用料を無料とする。
【文化財課・博物館】引き続き、松代
藩文化施設、博物館等について、毎
週土曜日等の小中学生の入館料を
無料にする。

2-3 71
家庭・地域
学びの課

子どもわくわく体験
事業補助金

地域での子どもの体験活動の機会が増え
るよう支援することを目的として、子ども
の体験活動を内容とする事業に対して、そ
の経費の一部を補助する。

乳幼児、児童生
徒

青少年育成を目的にしている市内
団体に対し、事業活動の補助金を交
付することにより、健全育成の側面
から推進をお願いするもの。
　住民自治協議会への訪問を通じ、
事業補助金の周知を図る。

補助実績数　64件 Ｂ

令和６年度の交付実績（59件、
1,951,000円）より交付件数も
補助額も増加した。しかし、補助金
を利用する地区が偏っており、周
知が不十分なところもある。引き
続き、未利用の地区への住自協訪
問を行い、周知することや地区の
状況を把握することに努める。

2,244 3,000 －

2-3 72
家庭・地域
学びの課

親子学級

市立公民館・交流センターにおいて、親子の
学びをテーマにした親子学級を実施して親
子で学べる場の充実を図り、基本的な生活
習慣を培う場である家庭の教育力の向上
を図る。

乳幼児、児童（小
学生）

「家庭の学び講座」は、対象者を「親
子」と限定すると、早月齢での就園
や中山間地区の人口減少等により、
事業実施が不可能な地域が生じて
くる。
 そのため、対象を「親子」に限定せ
ず、「世代間交流事業」にまで拡大
し、対象年齢を問わないものにす
る。

360回　7,395人
（前年：350回　5,981人） Ｂ

地域内に乳幼児親子がいない状
況が出始めているが、講座内容を
工夫すると共に、参加者の募集を
他地域に広げて実施するなどしな
がら、親子で参加できる事業とし
て引き続き実施していく。

1,453 ー －

2-3 73
保健所健
康課ほか

食育の推進

将来、社会活動を営むための基礎となる心
身の健康の保持・増進を図るため、母子保
健事業や幼稚園・保育所・認定こども園・学
校の各場面において、発育・発達に応じた
食育を推進する。

妊産婦、子ども、
保護者

妊娠期の母体の健康、出生後の子ど
もの成長を支えるために健診や健
康教室の機会を捉えて栄養相談等
を実施する。

妊婦のための食講座 　36回105人
離乳食・幼児食講座　129回1,216人
乳幼児健診・健康教室における食生活
相談・講話等　　7,986人
育児・健康・食生活相談、電話相談等
897人
なっぴい健康出前講座（栄養・食生活）
46回950人

Ｂ

妊婦のための食講座や離乳食・幼
児食講座の参加者数は、増加して
いる。また、子どもの数は減って
いるが、乳幼児健診等での個別相
談の実施割合は微増している。

ー ー －

2-3 124
こども総
合支援セ
ンター

【令和６年度新規事
業】子育て世帯訪問
支援事業

これまで、満１歳までの子どもを養育する
家庭を対象に行っていた養育支援訪問事
業の対象児童を拡大し、新たにヤングケア
ラーの支援も含めた家事支援等を実施す
る。

児童生徒

育児等に不安を抱える家庭、ヤング
ケアラーの家庭に対して、サポート
プランに基づき、家事支援を実施す
ることで、養育負担の軽減や児童の
ケア負担軽減を図る

支援世帯数　56世帯 Ｂ

育児等に不安を抱える家庭、ヤン
グケアラーの家庭に対して、サ
ポートプランに基づき、家事支援
を実施することで、養育負担の軽
減や児童のケア負担軽減を図るこ
とができた。

4,639 10,010 －

2-3 125 学校教育課

【令和６年度新規事
業】教育支援セン
ターＳａＳａＬＡＮＤ運
営事業

「子どもたちが安心を実感できる居場所」
をコンセプトに新たな教育支援センター
SaSaLANDを令和６年４月に開所し、毎年
増加傾向にある不登校児童生徒の受け入
れ態勢を整備する。

児童生徒

信州大学教育学部と連携しながら、
「子どもたちが安心を実感できる居
場所」である教育支援センターＳａＳ
ａＬＡＮＤを運営する。

登録人数　262人
実利用人数183人（小学生120人、中
学生63人）
利用人数　延べ9,568人

Ａ
不登校児童生徒の受け入れ拡大
とともに関係機関・団体との連携
により様々な体験活動を実施する
ことができた。

51,186 61,690
・アウトリーチ支援チームとの連携強
化
・運営の安定に向けた対応

2-3 126 学校教育課

【令和６年度新規事
業】フリースクール
等民間施設利用助
成事業

フリースクール等の民間施設へ通っている
不登校児童生徒の保護者に対して利用料
の助成を行い、経済的負担を軽減すること
で、学校以外の多様な学びの場を選択肢と
して確保できるようにする。

児童生徒
就学援助を受けている保護者を対
象とした助成事業を実施する。

文部科学省の委託事業や実務上の課題
などから現状分析を行い、利用対象者
の満足度が向上するように事業の改善
を行った。

Ａ
経済的な事情を抱える家庭の子
どもの学びの場の選択肢を増や
すことにつながっている。

688 936 －
令和7年度利用者　5
人
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個別
施策

№ 所管課 事業名等 事業内容 支援する対象者
令和7年度
事業計画

令和7年度
事業実績

判定
判定理由

（できるだけ具体的に）

令和7年度
決算見込額

（千円）

令和8年度
予算額（千円）

令和8年度の事業見直し等の有無及び
内容

備考

2-3 127
こども・若
者政策課

【令和６年度新規事
業】子どもの体験・
学び応援事業

学スポーツや文化芸術、自然体験、民間の
各種教室など、多様な体験プログラムを用
意し、そのプログラムの参加に利用できる
電子ポイントを配布することで、子どもたち
が様々な体験を通じて好きなことを見つけ
自己肯定感を育みながら成長できる環境
を提供する。

児童生徒

第三期長野市子ども・子育て支援事
業計画【令和７年度～令和11年度】

本登録率（登録者数／対象者数）
令和11年度目標値：100％
利用率（利用者数／対象者数）
令和１１年度目標値：80％

子ども一人あたり３万円分ポイント
対象児童生徒数
26,843人
本登録者
23,418人（87.2％）
利用率
19,525人（72.7%）

Ｂ

本格実施２年目を迎えた本事業
は、体験プログラムの拡充に加え
て利用者の登録率・利用率も年々
向上しており、順調に地域への定
着が図られている。

573,294 861,923 －

決算額及び予算額は、
委託料などの事務費と
電子ポイント分の交付
金

2-3 132 学校教育課

【令和７年度新規事
業】不登校児童生徒
アウトリーチ支援事
業

不登校により長期にわたり欠席して自宅に
いることが多い児童生徒に対し、家庭訪問
等を行い、その子の状況に合った学びや必
要な支援につなげていくオーダーメイド支
援を行う。

児童生徒

アウトリーチコーディネーターの下、
訪問支援を行うアウトリーチ支援
チームの体制をつくり、不登校によ
り長期にわたり欠席して自宅にいる
ことが多い児童生徒とつながってい
く。

支援対象件数　136件
（つながるサポートの申込は262件） Ａ

スクールソーシャルワーカーや校
内外教育支援センターなどと連携
した丁寧な支援によって、子ども
達との関係をつくり、学びの場や
必要な支援につなげることができ
ている。

57,470 73,272
スクールソーシャルワーカーや指導
主事などの専門職との連携強化

分野３　保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支援

個別施策３－１　困窮家庭やひとり親家庭等への就労の支援

3-1 74
商工労働
課雇用促
進室

職業相談室
仕事に関する悩みがある方に、適職支援や
カウンセリング、情報提供を行う。

仕事に関する悩
み等を抱える人

もんぜんぶら座の長野市職業相談
室において、仕事に関する悩みがあ
る方に、適職支援やカウンセリング、
情報提供を行った。

利用者　987人（うち相談者数　310
人）
電話相談件数　485件

Ｂ
仕事に関する様々な悩みを抱え
ている方に、継続的に相談事業を
実施することができた。

－ － －

3-1 75
商工労働
課雇用促
進室

トライアル雇用者常
用雇用促進奨励金

安定的な就職が困難な求職者の常用雇用
の促進を図るため、国のトライアル雇用奨
励金等により試行的に雇用した者を引き続
き雇用する事業者に対し、奨励金を交付す
る。

市内に事業所を
有する事業者
で、国のトライア
ル雇用奨励金等
により試行的に
雇用した市内在
住の求職者を、
引続き常用雇用
者として12か月
以上雇用した事
業者

市のホームページや関係機関（商工
会議所、商工会、長野労働局、ハロー
ワーク等）を通じて、本事業を周知
し、常用雇用の促進を図った。なお、
近年の交付実績に基づき、予算額が
縮小しているため、実質的な目標値
は５人を目指した。

交付事業所数　5事業者
対象労働者数　6人 Ｂ 補助事業を計画どおり実施するこ

とができた。
360 240 －

3-1
44
〈再
掲〉

生活支援
課

生活保護受給者等
就労自立促進事業
（福祉・就労支援
コーナー「ジョブ縁
ながの」）

市が行う福祉サービスとハローワーク長野
が行う就職支援サービスを一体的に実施す
るハローワーク長野の常設窓口を市役所内
に設置し、就職支援ナビゲーターによる職
業相談・職業紹介等を実施する。

生活保護受給
者、児童扶養手
当受給者、住居
確保給付金受給
者、及び生活困
窮者自立支援法
に基づく自立相
談支援事業によ
る支援を受けて
いる生活困窮者
等

長野労働局のほか、商工会議所や商
工会等を通じて、本奨励金事業を周
知するとともに、国の両立支援の動
向を見据えながら、事業内容の見直
しを検討していく。

支援対象者数：181人
就職者数：128人 Ｂ

補助事業を計画どおり実施してい
るものの、交付実績が０件であっ
た。

－ － －

3-1
43
〈再
掲〉

生活支援
課

生活困窮者自立相
談支援事業（生活就
労支援センター「ま
いさぽ長野市」）

生活困窮者自立支援法に基づき、「第二の
セーフティネット」として、様々な課題を抱
える世帯に対し、住居確保給付金の支給、
家計改善支援、子どもの学習支援、就労準
備支援、一時生活支援など、関連機関と連
携して問題解決に向けた支援を行う。

長野市生活就労
支援センター
（愛称：まいさぽ
長野市）に相談
があった生活困
窮世帯

若者の職業的自立に関する情報交
換及び事業の連携のため、関係機関
による若者自立支援ネットワーク会
議を開催する。

延べ相談件数　20,659件 Ｂ

延べ相談件数が、前年度実績を上
回っている。
生活困窮者の相談に応じ必要な
情報の提供や助言、関連機関と連
携して問題解決に向けた支援を行
う。

39,599 48,084 －
長野市社会福祉協議会
への委託

3-1 76
子育て給
付課

自立支援教育訓練
給付金

ひとり親家庭の親が、経済的に自立するた
めの就業に結びつく特定の講座を受講する
際に、受講料の一部を給付する。

ひとり親家庭の
親（所得制限あ
り）

母子・父子自立支援員によるひとり
親家庭等の各種相談において、経済
的自立を目指すひとり親家庭の親
に対して、制度の内容や利用方法等
を案内し、制度の活用を提案するな
ど、自立に向けた取り組みを後押し
する。

受講料の60％を支給
利用実績　10人 Ｂ 前年度実績（8人）から利用者が増

加した。
6,398 8,179

母子・父子自立支援員によるひとり
親家庭等の各種相談において、経済
的自立を目指すひとり親家庭の親に
対して、制度の内容や利用方法等を
案内し、制度の活用を提案するなど、
自立に向けた取り組みを後押しして
いく。

・平成28年度から
60％支給
・令和6年度から所得
制限が撤廃

3-1 77
子育て給
付課

高等職業訓練促進
給付金

ひとり親家庭の親が、就職の際に有利な資
格を取得するための養成機関で修業する
期間中、訓練促進費を給付する。

ひとり親家庭の
親（所得制限あ
り）

母子・父子自立支援員によるひとり
親家庭等の各種相談において、経済
的自立を目指すひとり親家庭の親
に対して、制度の内容や利用方法等
を案内し、制度の活用を提案するな
ど、自立に向けた取り組みを後押し
する。

【給付内容】　備考のとおり

促進給付金　17人
修了支援給付金　7人

Ｂ 前年度実績（促進給付金18人、修
了支援給付金５人）とほぼ同じ。

17,653 18,437

母子・父子自立支援員によるひとり
親家庭等の各種相談において、経済
的自立を目指すひとり親家庭の親に
対して、制度の内容や利用方法等を
案内し、制度の活用を提案するなど、
自立に向けた取り組みを後押しして
いく。

市県民税課税世帯：
70,500円
市県民税非課税世帯：
100,000円
修了支援給付金課税世帯：
25,000円
修了支援給付金非課税世
帯：50,000円
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個別
施策

№ 所管課 事業名等 事業内容 支援する対象者
令和7年度
事業計画

令和7年度
事業実績

判定
判定理由

（できるだけ具体的に）

令和7年度
決算見込額

（千円）

令和8年度
予算額（千円）

令和8年度の事業見直し等の有無及び
内容

備考

3-1
45
〈再
掲〉

子育て給
付課

母子・父子・寡婦相
談

母子・父子自立支援員を配置し、ひとり親
家庭で児童を扶養している人及び寡婦の
生活相談、自立支援等の各種相談に応じ
て、悩み事の解決や自立を図る。

ひとり親家庭の
親

ひとり親家庭の相談者に寄り添った
相談支援を行い、相談内容に応じて
関係機関等へ繋ぐなどにより、相談
者の悩み事の解決を図る。
・解決率100%

相談指導実績　延べ1,551件
解決率９９．２％ Ｂ

前年度実績（延べ1,369件）から
増加した。本庁及び篠ノ井分室に
母子・父子自立支援員を1名ずつ
配置し、ひとり親家庭の相談者に
寄り添った相談支援ができてい
る。

3,722 4,497 －

3-1 78
子育て給
付課

ひとり親家庭高等
学校卒業程度認定
試験合格支援事業

高等学校を卒業していないひとり親家庭の
親及び児童が、高等学校卒業程度認定試験
の合格を目指すために対策講座を受講す
る場合、受講料の一部を支給する。

高等学校を卒業
していないひと
り親家庭の親及
び児童（20歳未
満）（所得制限あ
り）

ひとり親家庭等から利用希望があれ
ば、制度を案内及び活用を提案し、
自立に向けた取り組みを後押しす
る。

申請者なし Ｂ 前年度実績と同じ。 0 0 －

3-1
1

〈再
掲〉

保育・幼稚
園課

幼児期の教育・保育
環境の整備

安心して子どもを預けることができる環境
を整えるため、教育・保育ニーズを適切に
把握し、幼稚園、保育所及び認定こども園
の適正な利用定員の確保を図る。

幼稚園、保育所
等を利用する子
ども、保護者

児童の総数は減少傾向にあるため、
不足が見込まれる他の年齢区分に
定員を振り分けるなど、定員の弾力
化等により可能な限り既存の施設で
対応するようにしていく。

一部の私立保育所等からは、入園希望児童
の減少などによる定員変更の相談があり、
そのつど園の状況などを確認しつつ、適切
な定員設定に努めた。

Ｂ

子ども・子育て支援事業計画におい
て提供区域ごとに設定された確保の
内容が量の見込みに達していないと
思われる区域については、年齢区分
間での定員の振り分けを私立保育所
にも依頼するなどして定員の確保を
図った。

－ － －

3-1
49
〈再
掲〉

保育・幼稚
園課

ひとり親家庭児童
の保育所利用への
配慮

ひとり親家庭の児童の保育所利用に際し
て、保育の必要度の点数を加点して、優先
的に利用できるよう配慮する。

子ども、保護者

ひとり親家庭の児童の保育所利用
に際して、保育の必要度の点数を加
点して、優先的に利用できるよう配
慮する。

ひとり親家庭の点数を加点し優先的に
利用できるよう配慮を実施 Ｂ

・利用調整基準によりひとり親家
庭の点数を加点し、希望する保育
所等の利用が決定した。

－ － －

3-1 79
保育・幼稚
園課

延長保育事業
早朝や夕刻の保育ニーズに対応するため、
11時間開所を超える延長保育を実施する。

子ども、保護者
仕事と子育ての両立のための支援
として、引き続き１１時間開所を超え
る延長保育を実施していく。

公立保育所等6園、私立保育所２６園、
私立認定こども園27園、地域型保育事
業所1園で実施

Ｂ
利用者の見込めない施設におい
ては延長保育事業の実施を取り
やめているが、今後の利用者の推
移を見ていく必要がある。

28,707 39,964 －

3-1 80
保育・幼稚
園課

夜間保育事業
保護者の夜間の就労に対応するため、夜間
保育を実施する。

子ども、保護者
夜間の就労等のニーズに広く対応す
るため、引き続き若葉保育園での夜
間保育事業を継続する。

保育所１園で保育標準時間を11時から
22時として夜間保育を実施 Ｂ

増加が予想される夜間の就労等
のニーズに広く対応するため、引
き続き事業を継続する。

－ － －

3-1 81
保育・幼稚
園課

一時預かり事業

保護者の就労や求職活動等により一時的
に家庭での保育が困難な場合、また、育児
疲れによる保護者の心理的・身体的負担を
軽減するための子育て支援として、保育所
等で一時的に児童を預かる。

子ども、保護者

保護者の就労や求職活動等により
一時的に家庭での保育が困難な場
合、また、育児疲れによる保護者の
心理的・身体的負担を軽減するため
の子育て支援として、保育所等で一
時的に児童の預かりを行う。

指定園14園（公立７、私立７）などで実
施
延べ利用者数　１３，０75人

Ｂ 利用について、子育てLINE等で
周知を行った。

100,257 136,197 －

3-1 82
保育・幼稚
園課

病児・病後児保育事
業

病児または病後児を医療機関の専用のス
ペースで看護師・保育士等の専門職員が預
かる。

子ども、保護者

引き続き、市内の医療機関に併設さ
れた専用スペースで病児・病後児を
保育する施設への補助を行う。担当
者会議や研修会の実施に向けて医
療機関等と協議を進めていく。

市内4か所の施設で実施
・延べ利用者数
〔病後児〕
長野赤十字病院「ゆりかご」71人
長野市民病院「ベビーハウスたんぽぽ」
19人
〔病児〕
篠ノ井総合病院「あいあい」205人
松代総合病院「バオバブのおうち」1人

Ｂ
・支所等にパンフレットを設置し、
病児・病後児保育の周知をした。 26,463 38,146 －

3-1
50
〈再
掲〉

こども・若
者政策課

放課後子ども総合
プラン

保護者が就労等で昼間家庭にいない児童
の放課後等に安全・安心な居場所を確保
し、遊びや交流、各種体験活動を通じて子
どもたちの健やかな育ちと保護者の仕事と
子育ての両立を支援する。

放課後子ども総
合プラン事業を
利用する児童の
保護者（小学生）

児童館・児童センターと小学校内施
設（子どもプラザ）等を活用して、放
課後等の小学生の安全で安心な居
場所を確保する。

登録児童数
9,190人（R7.5.1現在）
登録率
54.4％（R7.5.1現在）
延べ利用登録
101,037人（R7年度通年）

Ｂ
放課後子ども総合プラン事業の
利用登録児童数は年々増加傾向
にあるが、待機児童なしで実施で
きている。

1,479,661 1,803,359 －
決算額及び予算額は、
放課後子ども総合プラ
ン委託料の額

3‐1
51
〈再
掲〉

保育・幼稚
園課

ファミリー・サポー
ト・センター

子育ての手助けが欲しい人、子育ての手伝
いができる人、両方を兼ねる人に会員登録
していただき、保育施設までの送迎、保育
施設の開始前や終了後または学校の放課
後の預かり、病児・病後児の預かり、保護者
のリフレッシュ等のニーズに対応し、子育て
のサポート等を提供する相互援助活動を促
進する。

保護者、子ども

ファミリー・サポート・センター事業
について会員募集を行っているが、
会員の高齢化と会員数減少が進ん
でいる。周知等を行い、会員確保に努
めていく。

・会員数　1,645人

・活動件数　1,865件

・R7入会説明会
定期開催　16回　139人
随時開催　35回　41人（うち3回3名は
訪問開催）

Ｂ
比較的年齢層の若い依頼会員に
声掛けを行い、両方会員の増加を
図った。

11,133 11,409 －
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個別
施策

№ 所管課 事業名等 事業内容 支援する対象者
令和7年度
事業計画

令和7年度
事業実績

判定
判定理由

（できるだけ具体的に）

令和7年度
決算見込額

（千円）

令和8年度
予算額（千円）

令和8年度の事業見直し等の有無及び
内容

備考

3-1
52
〈再
掲〉

こども総
合支援セ
ンター

ショートステイ事業

保護者の病気や妊娠･出産、家族の介護、冠
婚葬祭、育児による疲労等のため、家庭に
おいて児童を養育することが一時的に困難
になった場合、児童養護施設等において一
定期間預かり、養育する。

保護者、子ども

保護者の状況により、家庭において
児童を養育することが一時的に困難
になった場合、申請に基づいて利用
調整を図る。

利用日数　1,017日（ショートステイ、ト
ワイライトステイの合算。決算・予算額
も）

Ｂ

保護者の希望に基づいて、適宜利
用調整を行い、特に育児疲れを理
由に利用するケースについては、
育児負担の軽減を図ることがで
きた。

2,710 3,901 －

3-1
53
〈再
掲〉

こども総
合支援セ
ンター

トワイライトステイ事
業

保護者の仕事、その他の理由により、平日
の夜間または休日に不在となり、家庭にお
いて児童を養育することが困難になった場
合も、児童養護施設等において一時的に預
かり、養育する。

保護者、子ども

保護者の状況により、家庭において
児童を養育することが一時的に困難
になった場合、申請に基づいて利用
調整を図る。

利用日数　1,017日（ショートステイ、ト
ワイライトステイの合算。決算・予算額
も）

Ｂ

保護者の希望に基づいて、適宜利
用調整を行い、保護者が仕事等で
一時的に養育が困難な状況にお
いて、児童の一時預かりを行い、
必要な保護を行うことができた。

2,710 3,901 －

3-1
47
〈再
掲〉

こども総
合支援セ
ンター、人
権・男女共
同参画課

女性相談

家庭内の揉め事や生活上の相談、配偶者か
らの暴力（DV）など、女性が日常生活を送
る上で抱えている様々な問題の相談に応
じ、関係機関と連携して悩み事の解決や自
立を図る。

女性

困難な問題を抱える女性等に対して
支援を行うため、3名の女性相談支
援員を配置し、相談を実施
男女共同参画センターにおいて、電
話や面接による女性のための相談
を実施
　月火木金　9：00～16：00
　水12：00～19：00
　（面接は16：00まで）
　年末年始を除く

子育て家庭福祉課・篠ノ井分室
２,476件
男女共同参画センター　451件

Ｂ

令和６年度から女性相談員１名増
員し、相談に対し面接・電話相談
に適宜対応し、緊急対応が必要な
ケースについても相談者の安全を
確保した対応ができた。
困りごとや悩みごとを抱える女性
を支援することができている。

13,541 15,034 －

個別施策３－２　子育てと仕事の両立ができる環境づくりの促進

3-2 83
こども・若
者政策課

子育て支援事業所
連絡協議会

ワーク・ライフ・バランス推進に関する意識
啓発を図るため、市内の経済団体等により
構成される長野市子育て支援事業所連絡
協議会と連携し、事業所や市民を対象とし
た講演会などを開催する。

事業所、市民

・人権・男女共同参画課との共催に
より、男女共同参画月間講演会を開
催する。
・意識啓発事業として事業所や市民
を対象に講演会などを開催する。

・市男女共同参画月間講演会（人権・男
女共同参画課と共催）
参加者247人
・意識啓発事業の開催
参加者  17人

Ｂ
事業主や企業の人事担当者を対
象に育児・介護休業法の改正に伴
う意識啓発セミナーを実施した。

95 151 －

協議会単独事業は、令
和3年度から、事業主
及び企業の人事担当
者、管理職を対象にし
た意識啓発事業にシフ
トチェンジしている

3-2 84
商工労働
課雇用促
進室

子育て雇用安定奨
励金交付事業

仕事と子育ての両立を支援する制度を実
施した中小事業所に対し、奨励金を交付す
る。

仕事と子育ての
両立を支援する
制度を実施した
中小事業所

長野労働局のほか、商工会議所や商
工会等を通じて、本奨励金事業を周
知するとともに、国の両立支援の動
向を見据えながら、事業内容の見直
しを検討した。

交付事業所数　0事業所 Ｂ
補助事業を計画どおり実施してい
るものの、交付実績が０件であっ
た。

0 200

令和４年度から交付実績がないた
め、国の両立支援等助成金の改正状
況を注視しつつ、事業主のニーズに
合わせた見直しを検討する。

3-2 85
人権・男女
共同参画
課

男女共同参画優良
事業者表彰

性別にとらわれない職域の拡大や女性の
登用を促進し、ワーク・ライフ・バランスの視
点から働く人がその状況に応じて多様で柔
軟な働き方を可能とする職場の環境整備
を図り、男女共同参画を先進的に取り組む
企業を表彰する。

従業員数300
人以下の法人や
その他の団体

・優良事業者の表彰
　優良事業者賞・奨励賞　各々２社以
内
・優良事業者の公表
　市ホームページ、情報紙等での
　事業者の紹介

優良事業者賞 1社 Ｂ

計画どおり優良事業者を表彰、紹
介することができた。優良事業者
表彰への申込者数が減少してい
るため、男女共同参画の推進に関
する取組を積極的に行う事業者
を増やすために、表彰制度の更な
る周知を働きかけていく。

35 46 －

分野４　経済的支援

個別施策４－１　教育費の負担軽減のための支援

4-1 86
教委・総務
課

就学援助要（要保護
児童援助）

経済的な理由により就学困難な、生活保護
世帯の児童の保護者に対し、援助費を支給
する。

生活保護世帯の
小学生

対象となる全児童生徒の保護者に
対し制度の周知を図るため、学校を
通じて案内チラシの配布等を行う

支給者 ７人 Ｂ
学校を通じて全児童生徒の保護
者に対し制度の周知を図り、概ね
予定どおりの実績を得ることがで
きたため。

159 535 －

4-1 86
教委・総務
課

就学援助（要保護生
徒援助）

経済的な理由により就学困難な、生活保護
世帯の生徒の保護者に対し、援助費を支給
する。

生活保護世帯の
中学生

対象となる全児童生徒の保護者に
対し制度の周知を図るため、学校を
通じて案内チラシの配布等を行う

支給者  ６人 Ｂ
学校を通じて全児童生徒の保護
者に対し制度の周知を図り、概ね
予定どおりの実績を得ることがで
きたため。

366 653 －

修学旅行費のみ支給
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個別
施策

№ 所管課 事業名等 事業内容 支援する対象者
令和7年度
事業計画

令和7年度
事業実績

判定
判定理由

（できるだけ具体的に）

令和7年度
決算見込額

（千円）

令和8年度
予算額（千円）

令和8年度の事業見直し等の有無及び
内容

備考

4-1 87
教委・総務
課

就学援助（準要保護
児童援助）

経済的な理由により就学困難な、生活保護
世帯に準ずると認定された世帯の児童の
保護者に対し、援助費を支給する。

生活保護世帯に
準ずると認定さ
れた世帯の小学
生

対象となる全児童生徒の保護者に
対し制度の周知を図るため、学校を
通じて案内チラシの配布等を行う

認定　1,493人
認定率　 9.1％ Ｂ

学校を通じて全児童生徒の保護
者に対し制度の周知を図り、概ね
予定どおりの実績を得ることがで
きたため。

164,954 207,353 －

4-1 87
教委・総務
課

就学援助（準要保護
生徒援助）

経済的な理由により就学困難な、生活保護
世帯に準ずると認定された世帯の生徒の
保護者に対し、援助費を支給する。

生活保護世帯に
準ずると認定さ
れた世帯の中学
生

対象となる全児童生徒の保護者に
対し制度の周知を図るため、学校を
通じて案内チラシの配布等を行う

認定  899人
認定率　10.3％ Ｂ

学校を通じて全児童生徒の保護
者に対し制度の周知を図り、概ね
予定どおりの実績を得ることがで
きたため。

107,485 124,201 －

4-1 88
教委・総務
課

小学生特別支援教
育就学奨励

特別支援学級に就学する児童の保護者に
対し、経済的状況に応じて就学奨励費を支
給する。

特別支援学級に
在籍（通級含む）
している小学生

対象となる全児童生徒の保護者に
対し制度の周知を図るため、学校を
通じて案内チラシの配布等を行う

支給者　859人 Ｂ
学校を通じて対象児童生徒の全
保護者に対し制度の周知を図り、
概ね予定どおりの実績を得ること
ができたため。

28,456 35,480 －
年２回（12,３月）給食
費等支給

4-1 88
教委・総務
課

中学生特別支援教
育就学奨励

特別支援学級に就学する生徒の保護者に
対し、経済的状況に応じて就学奨励費を支
給する。

特別支援学級に
在籍（通級含む）
している中学生

対象となる全児童生徒の保護者に
対し制度の周知を図るため、学校を
通じて案内チラシの配布等を行う

支給者　373人 Ｂ
学校を通じて対象児童生徒の全
保護者に対し制度の周知を図り、
概ね予定どおりの実績を得ること
ができたため。

23,252 26,994 －
年２回（12,３月）給食
費等支給

4-1 89
教委・総務
課

奨学金（長野市奨学
基金）

経済的な理由により高等学校等での修学
が困難な生徒に対し、奨学資金の貸付を行
う。

公立もしくは私
立の高等学校ま
たは国立の高等
専門学校に在学
し、要件を満た
す者

対象となる全児童生徒の保護者に
対し制度の周知を図るため、学校を
通じて案内チラシの配布等を行う

貸付人数　4人
貸付金額　3,888,000円 Ｂ

学校を通じて対象学年の全生徒
の保護者に対し制度の周知を図
り、概ね予定どおりの実績を得る
ことができたため。

0 0 －

貸付額（月額）
公立18,000円
（21,000円）
私立30,000円
（40,000円）
国立21,000円
（24,000円）
※（　）内は特に優秀と
認められる者

4-1 90
教委・総務
課

入学準備金貸付

高校等（高校、特別支援学校の高等部、高
等専門学校等）への入学に要する費用の調
達が困難な、入学予定の生徒の保護者に対
し、入学準備金の貸付を行う。

高等学校もしく
は専修学校の高
等課程または高
等専門学校に入
学する者の保護
者

対象となる全児童生徒の保護者に
対し制度の周知を図るため、学校を
通じて案内チラシの配布等を行う

貸付人数　24人
貸付金額　7,760,000円 Ｂ

学校を通じて対象学年の全生徒
の保護者に対し制度の周知を図
り、概ね予定どおりの実績を得る
ことができたため。

0 0 －
公立150,000円以内
私立400,000円以内

4-1 91
生活支援
課

生活保護（教育扶
助）

生活保護世帯を対象に、最低生活費のほ
か、学習支援費、教材代、学校給食費等を
支給する。

生活保護受給世
帯

ー
受給世帯数（延）　8３０
受給人数（延）　1,２４０ Ｂ 法令等に基づき適正な保護を実

施する。
11,458 14,459 －

4-1 92
生活支援
課

生活保護（高等学校
等就学費）

生活保護世帯を対象に、最低生活費のほ
か、学習支援費、教材費、入学料等を支給
する。

高校生世代 ー ー Ｂ 法令等に基づき適正な保護を実
施する。

5,226 8,122 －
生業扶助
として計上

4-1 93
子育て給
付課

ひとり親家庭児童
高等学校通学費援
護金支給

高等学校等に通学するひとり親家庭の児童
の通学費の一部を支給する。

ひとり親家庭の
親など（所得制
限あり）

ひとり親家庭からの申請に基づき、
内容を審査の上、支給決定を行う。
また、広報誌や市ホームページなど
により広く周知を図る。

児童扶養手当の全部支給者、児童扶養
手当受給者でなくとも全部支給要件と
同等者を対象として支給。
申請者107人　認定　81人（児童数）

Ｂ
支給額は前年度実績（3,032千
円）から減少したが、要綱を改正し
支給対象となる交通機関を拡大し
た。

2,852 3,561 －

自宅から高等学校まで
２km以上
１か月の定期券額の２
分の１の額を給付(支
給上限月額５千円)

4-1
46
〈再
掲〉

子育て給
付課

母子・父子・寡婦福
祉資金の貸付

ひとり親家庭が経済的に自立するため、児
童の就学支度、修学資金等の貸付を行う。

ひとり親家庭の
親及び児童、寡
婦

貸し付けがひとり親家庭の自立更生
に対し真に有効、かつ、無用な借財
の圧迫を引き起こすことのない金額
の妥当性等を精査の上、貸付けの適
否を行う。

4,292千円（7件）の貸付を行った

【内訳】　備考のとおり Ｂ

おもに進学を希望する対象家庭
に修学資金や就学支度資金の貸
付を行なったことで、経済的な不
安や負担を軽減し就学につなげて
もらうことができた。

4,292 13,959 －

〇新規2件　計1,327
千円
修学資金2件（1,327
千円）
〇継続5件　計2,966
千円
修学資金5件（2,966
千円）

年３回（８,12,３月）給
食費等支給
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個別
施策

№ 所管課 事業名等 事業内容 支援する対象者
令和7年度
事業計画

令和7年度
事業実績

判定
判定理由

（できるだけ具体的に）

令和7年度
決算見込額

（千円）

令和8年度
予算額（千円）

令和8年度の事業見直し等の有無及び
内容

備考

個別施策４－２　子育てにかかる経済的負担の軽減

4-2 94
子育て給
付課

児童手当
中学校修了前の児童を養育している人に
手当を支給する。

中学校３年生終
了前までの間に
ある児童を養育
している父母等

※令和6年10月
分からは高校生
年代の児童を養
育している父母
等

令和6年10月の制度改正に伴い、
新たな受給対象者に手続きに関す
る勧奨通知を行うとともに、広報誌
や市ホームページ等の各種媒体を活
用して市民へ広く周知を図り、申請
漏れがないよう、引き続き取り組
む。

受給者数　2７,295人 Ｂ
令和６年度の制度改正に伴う市民
の周知や案内など、支給対象者に
対する支給等を適切に行なったた
め。

7,082,520 6,941,305 －

R6支給額
【制度改正前（9月分ま
で）】
３歳未満及び３歳以上小
学生までの第3子以降
15,000円（月額）
3歳以上小学生までの第
1子、第2子及び中学生
10,000円（月額）
所得制限世帯の属する中
学生までの児童　5,000
円（月額）
所得上限世帯に属する中
学生までの児童　支給な
し
【制度改正後（10月分以
降）】
３歳未満　15,000円（月
額）
３歳以上から高校生
10,000円（月額）
第３子以降　30,000円

4-2 95
子育て給
付課

児童扶養手当

ひとり親家庭の18歳到達の年度末までの
児童を対象とし、その児童を監護し、かつ
生計を同じくしている母、父または養育し
ている人に手当を支給する。

ひとり親家庭の
親など

ひとり親家庭等からの申請に基づ
き、内容等を審査の上、支給決定を
行い、ひとり親家庭の生活の安定と
就労による自立の促進に寄与する。

受給者数　1,874人
受給資格者数　2,535人
（令和８年３月時点、３月年齢到達によ
る喪失者含む）

Ｂ

受給資格者数における受給者数
の割合が前年度と同程度である
ため。

・R７年度
約７４％（1,874人/2,535人）
・R６年度
約７５％（1,965人/2,621人）

979,163 1,064,768 －

Ｒ７支給額
支給額（（　）は一部支
給停止者））
第一子　月額46,690
円（46,680円～
11,010円）
第二子以降　月額
11,030円（11,020
円～5,520円）

4-2 96
子育て給
付課

児童扶養手当現況
届の受付時間の延
長

８月の平日の児童扶養手当現況届の窓口
受付時間の延長（午後７時まで）を行うこと
で、日中仕事を休みにくいひとり親の利便
性を図る。

ひとり親家庭の
親など

児童扶養手当受給者等に当該事業
について周知を行い、日中仕事を休
みにくいひとり親の利便性を図る。

実施日数　5日
利用者　85人 Ｂ 前年度実績（90人）より1割減少

したため。
0 0 －

児童扶養手当の現況届
の受付時間を午後７時
まで延長する。月曜か
ら金曜までの５日の曜
日で一日ずつ実施する
よう実施日を配分す
る。

4-2 97
福祉政策
課

福祉医療制度（子ど
も）

子どもを対象に、健康の保持と生活の安定
のため、福祉医療費給付金を支給し、医療
費の助成を行う。

０歳から18歳年
度末までの子ど
も

・子どもの医療費助成
 予算額（当初）1,417,844千円
・子どもの福祉医療制度の窓口無料
化を、令和７年４月診療分から実施
する。

資格者数　48,040人
支給額　1,377,404千円 Ｂ

子どもの福祉医療制度の窓口無
料化を、令和７年４月診療分から
実施した。

1,377,404 1,420,010 －
資格者数は各年度の３
月31日時点

4-2 97
福祉政策
課

福祉医療制度（障害
者（児））

障害者（児）を対象に、健康の保持と生活の
安定のため、福祉医療費給付金を支給し、
医療費の助成を行う。

障害児（20歳未
満）
・身体障害者手
帳１～４級、５級
（所得税非課税
世帯）
・療育手帳A１、
A２、B１、B２（所
得税非課税世
帯）
・特別児童扶養
手当１、２級
・精神障害者保
健福祉手帳１、２
級（特別障害者
手当準拠）通院
費のみ

・障害者（児）の医療費助成
 予算額（当初）15,648千円
・子どもの福祉医療制度の窓口無料
化を、令和７年４月診療分から実施
する。

資格者数　157人
支給額　10，299千円 Ｂ

子どもの福祉医療制度の窓口無
料化を、令和７年４月診療分から
実施した。

10,299 13,831
精神障害者保健福祉手帳１，２級対
象者の入院費給付拡大を、令和８年
８月診療分から実施する。

資格者数は各年度の３
月31日時点

4-2 97
福祉政策
課

福祉医療制度（ひと
り親家庭）

ひとり親家庭を対象に、健康の保持と生活
の安定のため、福祉医療費給付金を支給
し、医療費の助成を行う。

ひとり親家庭
・母子または父
子家庭で18歳
未満の児童及び
その児童を扶養
している親、父
母のない18歳
未満の児童（高
等学校在学中は
20歳まで）

・ひとり親家庭の医療費助成
 予算額（当初）180,367千円
・子どもの福祉医療制度の窓口無料
化を、令和７年４月診療分から実施
する。

資格者数　6,684人
支給額　194,631千円 Ｂ

子どもの福祉医療制度の窓口無
料化を、令和７年４月診療分から
実施した。

194,631 175,976 －
資格者数は各年度の３
月31日時点
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個別
施策

№ 所管課 事業名等 事業内容 支援する対象者
令和7年度
事業計画

令和7年度
事業実績

判定
判定理由

（できるだけ具体的に）

令和7年度
決算見込額

（千円）

令和8年度
予算額（千円）

令和8年度の事業見直し等の有無及び
内容

備考

4-2 98
福祉政策
課

福祉医療費資金貸
付制度

子ども、障害者（児）及びひとり親家庭の福
祉医療の受給者のうち、特に医療費の支払
が困難な人を対象に、福祉医療費の貸付を
行う。

福祉医療費受給
者で、市民税非
課税世帯

福祉医療費の貸付
予算額（当初）1,000千円

子ども、障害児、ひとり親家庭
　貸付人数　0人
　貸付額　　 0円

Ｂ
貸付制度の利用はなかったもの
の相談に応じる等、利用できる体
制を整えている。

0 1,000 －

4-2
2

〈再
掲〉

保育・幼稚
園課

幼児教育・保育の無
償化

３歳から５歳までの全ての子ども及び０歳
から２歳までの住民税非課税世帯の子ども
についての、幼稚園、保育所及び認定こど
も園等の保育料を無償化する。

幼稚園、保育所
等を利用する子
ども、保護者

３歳から５歳までの全ての子ども及
び０歳から２歳までの住民税非課税
世帯の子どもについての、幼稚園、
保育所及び認定こども園等の保育
料を無償化する。

対象の子どもの無償化を行い経済的負
担を軽減 Ｂ

・法令の規定に従い対象の子ども
の無償化の実施ができた。
・無償化に関するリーフレットを認
可外保育施設に配布し、無償化の
申請等が漏れることのないよう市
民に周知した。

224,446 150,341 －

決算額・予算額は新制
度未移行幼稚園の保育
料及び幼稚園・認定こ
ども園の預かり保育利
用料に係る無償化給付
額

4-2 99
保育・幼稚
園課

教育・保育施設の実
費徴収に係る補足
給付を行う事業

世帯所得の状況等を勘案して、教育・保育
施設へ保護者が支払う費用（副食材料費、
教材費等）を助成する。

低所得世帯・多
子世帯等の保護
者

副食材料費等の軽減の申請があっ
た世帯について、所得状況等を確認
し、教育・保育施設へ支払う副食材
料費等の助成を行う。

支給人数　91人
支給額　2,６53千円 Ｂ

・申請のあった対象の子どもに対
し、補足給付事業の実施ができ
た。
・施設と連携し、保護者への事業
の周知を行った。

2,653 1,763 －

4-2 100
保育・幼稚
園課

多子世帯の保育料
軽減

第３子以降の子どもを産み育てる環境を整
えるため、多子世帯の保育所等の保育料を
軽減する。

子ども、保護者
子どもを産み育てたい子育て世帯
を支援するため、低所得世帯及び多
子世帯の保育料を軽減する。

対象家庭の子どもの保育料について軽
減を行い経済的負担を軽減
対象児童数　８６９人

Ｂ

・令和６年度から軽減内容を拡充
した上で、対象の子どもの軽減の
実施ができた。
・多子軽減等に関するリーフレット
を施設に配布し、事業の実施につ
いて市民に周知した。

207,175 316,280
第２子についても完全無償化として
いく。

決算額・予算額は「軽減
額」

4-2 101
こども・若
者政策課

放課後子ども総合
プラン利用料の減
免

家庭の経済的な事情や地域性、きょうだい
が同時に利用する場合に利用料を減免す
る。

放課後子ども総
合プラン事業を
利用する児童の
保護者（小学生）

放課後子ども総合プラン利用料の
減免について申請があった場合は、
関係各所に確認をとり、適正に判定
し、適用させる。

延べ利用登録101,037人のうち、減免
対象36,135人（約36％） Ｂ

放課後子ども総合プラン利用料
の減免について申請があった場
合は、関係各所に確認をとり、適
正に判定している。

35,854 49,753 －

決算額は「減免影響額
（R8.3.31）」、予算額
は「減免影響額額
（R8.5.1時点見込）」
減免の対象：生活保護・
児童扶養手当受給世
帯、就学援助認定世
帯、非課税世帯、多子
世帯等

4-2 102
障害福祉
課

特別児童扶養手当
精神または身体に障害のある児童の福祉
の向上に役立てるため、児童を養育する人
に手当を支給する。

身体または精神
に重度もしくは
中度の障害があ
る20歳未満の
児童を養育する
父母等

ー
受給者数（父母等）　 1,２44人
対象児童数　1,427人 Ｂ

手帳の新規取得者等、障害の認定
の可能性がある受給資格者への
勧奨通知の送付を行い、制度の周
知を積極的に実施したため。

－ － －

申請手続等は市が窓口
となるが、認定審査は
県、手当の支給は国が
実施している。

4-2 103
障害福祉
課

障害児福祉手当
常時介護を必要とする在宅の障害児に、そ
の障害によって生じる経済的負担軽減の一
助として手当を支給する。

精神または身体
に重度の障害が
あり日常生活に
おいて常時の介
護を必要とする
20歳未満の児
童

ー 受給者数　114人 Ｂ
申請のあった対象者に対し、適切
に手当を支給することができたた
め。

21,757 19,304
令和８年８月１日付けで所得基準額
の改正が施行される予定である。

4-2 104
障害福祉
課

重度心身障害児福
祉年金

家庭において重度障害児を養育している保
護者に養育に必要な費用の一部を支給し、
在宅生活の安定を図る。

基準日において
市内に６か月以
上居住している
20歳未満の障
害児（施設入所
児を除く）の保
護者

受給見込者数　1,751人
（受給見込者数はR７年度予算要求
資料より抜粋。R５年度とR６年度の
実績を比較した際の割合をR6年度
実績に乗じて算出。）

受給者数　1,759人 Ｂ
特別児童扶養手当認定者等、受給
資格者への勧奨通知の送付を行
い、制度の周知を積極的に実施し
たため。

178,296 189,780 －

4-2 105
保健所健
康課

不妊治療費助成事
業

医療保険の適用となる不妊治療の中でも、
高額な負担となる体外受精や顕微受精及
び男性不妊治療の自己負担分に対して、１
回の治療につき３分の１を補助し、治療を
希望される方を支援する。

不妊に悩む夫婦
（事実婚も対象）

保険診療の要件に従い、治療開始時
の妻の年齢が40歳未満の場合は通
算６回、40歳以上43歳未満の場合
は通算３回の胚移植に至るまでの治
療に助成する（43歳以上の場合、助
成対象外）

助成件数　616 件
うち、男性不妊治療3件 Ａ 助成件数は前年比＋25件増加し

た。
18,083 18,212 －

令和４年度から、不妊
治療が保険適用された
ことを受け、従来の保
険外診療の特定不妊治
療に対する助成は廃止
（令和４年度に限り経
過措置あり）

4-2 106
こども総
合支援セ
ンター

助産事業
保健上入院の必要があるにもかかわらず、
経済的理由で入院助産を受けられない場
合に、助産施設への入所費用を支給する。

生活保護受給世
帯など、経済的
な理由により入
院助産を受けら
れない妊産婦

助産施設への入所費用を支給する 分娩数　1件 Ｂ
生活保護受給世帯の出産に当た
り、申請に基づき入院助産の実施
を図ることができた。

373 1,540 －
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個別
施策

№ 所管課 事業名等 事業内容 支援する対象者
令和7年度
事業計画

令和7年度
事業実績

判定
判定理由

（できるだけ具体的に）

令和7年度
決算見込額

（千円）

令和8年度
予算額（千円）

令和8年度の事業見直し等の有無及び
内容

備考

4-2
69
〈再
掲〉

福祉政策
課

「生理の貧困」問題
への対応

経済的困窮で生理用品を購入することが
困難な市民に、団体からの寄付を活用し、
生理用品を無償で配布する。

経済的困窮で生
理用品を購入す
ることが困難な
市民

経済的困窮で生理用品を購入する
ことが困難な市民に、団体からの寄
付を活用し、生理用品を無償で配布
する。

寄付がなかったため未実施ではある
が、庁内及び関係機関で配布できる体
制を整備

Ｂ

人権・男女共同参画課（男女共同参
画センター）、子育て家庭福祉課、生
活支援課、福祉政策課篠ノ井分室（篠
ノ井支所）、社会福祉協議会（まいさ
ぽ長野市）など庁内及び関係機関で
配布できるよう体制を整備してい
る。

0 0 －

4-2 107
生活環境
課

家庭ごみ処理手数
料の減免

家庭ごみ処理手数料の減免

紙おむつ等を使
用する３歳未満
の乳幼児のいる
家庭

3歳未満の乳幼児がいるご家庭のご
み処理手数料による経済的負担を
軽減するための減免措置として、
「可燃ごみ指定袋　30リットル」を月
齢に応じて、3歳に達する日の前日
までの分を一括交付（現物支給）す
る。

出生　1,947人　175,230枚
転入　　 332人　　21,320枚
計　　 2,279人　196,550枚

Ｂ
出生数、転入数ともに減少し、交
付枚数も減少となったが、前年度
比1未満の減少のため。

2,362 2,386 －
減免用指定袋（扶助費）
は乳幼児分を案分算出

4-2 108
子育て給
付課

ひとり親家庭ワンス
トップ相談会

ひとり親家庭を対象に、弁護士やハロー
ワーク等と連携して、養育費確保などの法
律相談、就労や家計管理、子どもの発達に
係る相談などの相談会を開催する。

ひとり親家庭の
親

ひとり親家庭が直面する課題や悩み
ごとに対し、休日にワンストップで相
談できる相談会を開催することで、
平日仕事を休みにくいひとり親の悩
みごとの解決や自立促進につなげ
る。

8/10(日)ワンストップ相談会相談件数
1件
（内訳）弁護士１

Ｂ
ワンストップ相談会の利用者は前
年度実績（2件）とほぼ同程度のた
め

36 71 －
児童扶養手当現況届提
出の機会を捉え、８月
の日曜開庁日に開催

4-2 109
子育て給
付課

ながの子育て家庭
優待パスポート

企業や店舗の協賛により、子育て家庭が買
物などの際に割引などのサービスを受けら
れるパスポートカードを配布する。

妊婦のいる家
庭・18歳未満の
子どものいる家
庭、18歳未満の
子どもが３人以
上いる家庭

長野県内全ての協賛店から、協賛店
舗ごとに定められた子育て支援サー
ビスを受けられるパスポートを配付
し、子育てにかかる経済的負担の軽
減を図る。

年度末現在による協賛企業数は1,637店
舗で前年度末実績（1,608店舗）と同等で
あった。

Ｂ 協賛企業数前年度比　101.8% 61 70 －

4-2
128
〈再
掲〉

保育・幼稚
園課

【令和６年度新規事
業】保育所等使用済
みおむつ処分事業

保育所等における使用済みおむつの自園
処理について、市内すべての保護者に対し
て一律におむつ持ち帰りに関する負担感の
軽減を図るため、公立園において自園処
理、私立保育所等に対し処分費の補助を行
う。

子ども、保護者、
保育士

保護者や保育士の負担軽減を図る
ため、おむつの自園処理を推進し、
私立保育所等の処分費に対する補
助金交付を円滑に行う。

補助対象の私立保育所等82施設の内、
71施設に対し補助金を交付
（内訳）
・保育所等　31施設
・認定こども園　31施設
・幼稚園　9施設
公立園においては全施設で自園処理を
実施

Ｂ

処分費の補助を開始したことで、
私立保育所等においてはほぼ全
園で自園処理が開始され、保護者
や保育士の負担軽減につながっ
た。

8,946 9,969 －

4-2
126
〈再
掲〉

学校教育課

【令和６年度新規事
業】フリースクール
等民間施設利用助
成事業

フリースクール等の民間施設へ通っている
不登校児童生徒の保護者に対して利用料
の助成を行い、経済的負担を軽減すること
で、学校以外の多様な学びの場を選択肢と
して確保できるようにする。

児童生徒
就学援助を受けている保護者を対
象とした助成事業を実施する。

文部科学省の委託事業や実務上の課題
などから現状分析を行い、利用対象者
の満足度が向上するように事業の改善
を行った。

Ａ
経済的な事情を抱える家庭の子
どもの学びの場の選択肢を増や
すことにつながっている。

688 936 －
令和7年度利用者　5
人

4-2
127
〈再
掲〉

こども・若
者政策課

【令和６年度新規事
業】子どもの体験・
学び応援事業

スポーツや文化芸術、自然体験、民間の各
種教室など、多様な体験プログラムを用意
し、そのプログラムの参加に利用できる電
子ポイントを配布することで、子どもたちが
様々な体験を通じて好きなことを見つけ自
己肯定感を育みながら成長できる環境を
提供する。

児童生徒

第三期長野市子ども・子育て支援事
業計画【令和７年度～令和11年度】

本登録率（登録者数／対象者数）
令和11年度目標値：100％
利用率（利用者数／対象者数）
令和１１年度目標値：80％

子ども一人あたり３万円分ポイント
対象児童生徒数
26,843人
本登録者
23,418人（87.2％）
利用率
19,525人（72.7%）

Ｂ

本格実施２年目を迎えた本事業
は、体験プログラムの拡充に加え
て利用者の登録率・利用率も年々
向上しており、順調に地域への定
着が図られている。

573,294 861,923 －

決算額及び予算額は、
委託料などの事務費と
電子ポイント分の交付
金

4-2 131
保育・幼稚
園課

【令和７年度新規事
業】幼稚園等預かり
保育支援事業補助
金

幼稚園を利用している保育を必要とする家
庭を対象に、経済的負担の軽減を図るた
め、夏休みなどの長期休み中に利用する預
かり保育料の一部を補助する。

幼稚園、保育所
等を利用する子
ども、保護者

子育て世帯の経済的負担の軽減の
ため、国の無償化の月額上限を超え
た預かり保育料について、月額
10,000円を上限に補助を行う（４
月、７月、８月、３月）

補助対象の幼稚園・認定こども園４６施
設の内、４１施設に対し補助金を交付
（内訳）
・幼稚園１５施設
・認定こども園２６施設

Ｂ

国の無償化の月額上限を超えた
預かり保育料のある全園に補助
金の交付ができ、保護者の経時的
負担の軽減及び就労家庭であっ
ても幼稚園を選択しやすくなっ
た。

6,092 5,778 －
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個別
施策

№ 所管課 事業名等 事業内容 支援する対象者
令和7年度
事業計画

令和7年度
事業実績

判定
判定理由

（できるだけ具体的に）

令和7年度
決算見込額

（千円）

令和8年度
予算額（千円）

令和8年度の事業見直し等の有無及び
内容

備考

分野５　支援体制の強化や制度の周知

個別施策５－１　子どもに関する相談体制の充実

5-1
26
〈再
掲〉

こども総
合支援セ
ンター

こども総合支援セン
ター「あのえっと」

子どもに関するワンストップ相談窓口とし
て、育児、発達、貧困、いじめ、不登校、学校
生活などの不安や悩みについて、子どもや
保護者、子どもに関わる全ての人からの相
談に応じる。電話、メール、窓口のほか、児
童生徒が所有するタブレット端末を使用し
た子どもからの相談にも応じる。

子ども、保護者、
子育て関係者

子どもに関するあらゆる相談に電
話、面談、メール、LINEで対応する。
また、児童生徒が所有するタブレッ
ト端末を使用した子どもからの相談
にも教育委員会と連携し対応する。

・相談件数　1,424件（電話、面談、メー
ル、LINE）
・児童生徒タブレット相談フォームの相
談件数　162件

Ｂ

電話、面談、メール、LINEによる
相談対応のほか、教育委員会と連
携し、児童生徒のタブレット端末
の相談フォームからの相談にも対
応した。

14,960 18,204

これまで、おおむね18歳までのこど
もにかかわる相談窓口であったもの
を、４月から、おおむね39歳前後の
若者まで、相談対象を拡大した。

5-1
27
〈再
掲〉

こども総
合支援セ
ンター

子どもに関する相
談・支援機関のネッ
トワーク化

子どもに関する相談・支援機関にタブレット
端末を配備し、市民や職員が市役所本庁舎
から離れた場所の窓口とリモートで相談で
きる体制を整備して、ワンストップでの相談
に応じる。

子ども、保護者、
子育て関係者

保健センターなどの相談支援機関に
タブレットを配備し、離れた場所から
もリモートで相談できる体制を整備
しワンストップで相談に応じる。

タブレット端末配備数　15台
（12ヵ所） Ｂ

限られた端末を有効活用するた
め、配備場所の見直しを行った
が、相談実績はなかった。

－ － －

5-1
28
〈再
掲〉

こども総
合支援セ
ンター

チャットボットによ
る相談対応

ＳＮＳのチャットボットを導入し、市役所の業
務時間外でも、家庭から時間を気にせず気
軽に相談できる体制を整備し、子どもや保
護者の利便性向上を図る。

妊産婦、子ども、
保護者

チャットボットの活用により、市役所
の業務時間外でも、家庭から時間を
気にせず気軽に相談できる体制と
し、子どもや保護者の利便性向上を
図る。

・長野市LINE公式アカウント登録者数
36,044人（R8.４.１現在）
・新規事業への対応や不具合などの改
善を行った。

Ａ
ＬＩＮＥ公式アカウント登録者数が
対前年度比で8,000人以上増加
している。

0 0 －
必要に応じてチャット
ボットの機能改善を
図っていく。

5-1
29
〈再
掲〉

保健所健
康課

子育て世代包括支
援センター（ながの
版ネウボラ）

妊産婦及び乳幼児の母子保健に関わる実
情を把握し、妊娠・出産・子育てについての
悩みや不安に対する相談支援を通じて、関
係機関と連携しながら、妊娠期から子育て
期に渡る切れ目のない支援を推進する。

妊産婦、子ども、
保護者

妊産婦及び乳幼児の母子保健に関
わる実情を把握し、妊娠・出産・子育
てについての悩みや不安に対する
相談支援を通じて、関係機関と連携
しながら、妊娠期から子育て期に渡
る切れ目のない支援を推進する。

・ながの版ネウボラ設置
9か所（保健センター8※、本庁１）
※保健センターには母子保健コーディ
ネーター配置、本庁は保健師

・相談対応件数
保健センター　　　　　　 4,228件
本庁健康課窓口　相談 　 ４９１件
                      　申請  1,１１６件

Ｂ
母子保健コーディネーターを年間
通して確保でき、妊娠期からの切
れ目のない支援を推進することが
できた。

59,685 67,106 －

5-1
39
〈再
掲〉

保育・幼稚
園課

子育てコンシェル
ジュ

日常的な相談場所として2か所のこども広
場に専門スタッフを配置し、悩みの解決策
を一緒に考え、ニーズに沿った適切な支援
へつないだり、子育て情報の案内を行う。

子ども、保護者
こども広場２箇所に子育てコンシェ
ルジュを配置し、身近な相談場所と
して継続する。

こども広場２か所に子育てコンシェル
ジュを配置
相談件数　計2,721件
（じゃん・けん・ぽん1,776件、このゆび
とまれ945件）

Ｂ 相談者のニーズに沿った助言や関
係機関へつなぐことができた。

－ － －

5-1
40
〈再
掲〉

保育・幼稚
園課

地域子育て支援拠
点事業（こども広
場、地域子育て支援
センター、おひさま
広場）

こども広場、地域子育て支援センター、保育
園・幼稚園・認定こども園で園開放等を行
うおひさま広場において、気軽に親子の交
流や子育て相談ができる場を提供する。

子ども、保護者

こども広場、地域子育て支援セン
ター、保育園・幼稚園・認定こども園
で園開放等を行うおひさま広場に
おいて、子育て親子の交流や子育て
相談ができる場を提供する。

・利用者数(延べ人数)
こども広場61,292人
地域子育て支援センター48,936人
おひさま広場17,653人

・保護者からの育児相談等（延べ件数）
こども広場2,902件
子育て支援センター5,444件
おひさま広場2,686件

Ｂ
講座やイベントを行い、親子の交
流の場を提供できた。また、身近
な場所で子育て相談に応じること
ができた。

238 298 －

5-1
43
〈再
掲〉

生活支援
課

生活困窮者自立相
談支援事業（生活就
労支援センター「ま
いさぽ長野市」）

生活困窮者自立支援法に基づき、「第二の
セーフティネット」として、様々な課題を抱
える世帯に対し、住居確保給付金の支給、
家計改善支援、子どもの学習支援、就労準
備支援、一時生活支援など、関連機関と連
携して問題解決に向けた支援を行う。

長野市生活就労
支援センター
（愛称：まいさぽ
長野市）に相談
があった生活困
窮世帯

若者の職業的自立に関する情報交
換及び事業の連携のため、関係機関
による若者自立支援ネットワーク会
議を開催する。

延べ相談件数　20,659件 Ｂ

延べ相談件数が、前年度実績を上
回っている。
生活困窮者の相談に応じ必要な
情報の提供や助言、関連機関と連
携して問題解決に向けた支援を行
う。

39,599 48,084 －
長野市社会福祉協議会
への委託

5-1 110
障害福祉
課

発達相談支援セン
ター

相談支援専門員を北部・南部の相談支援セ
ンターに集約配置し、18歳までの子どもの
障害に関する相談を総合的・包括的に受け
付け、相談支援体制の連携を図る。

障害児やその家
族

委託相談員を北部・南部の発達相談
支援センターに配置し、18歳までの
子どもの障害に関する相談を総合
的・包括的に受け付け、相談支援体
制の連携を図る。

相談件数　2,297 件 Ｂ

児童に係る相談件数は、前年度から
減少しているが、医療的ケア児等
コーディネーターを年度途中から配
置したことにより、より専門的な視点
からの支援や個々の課題に対して包
括的な視点から支援することができ
たため。

15,250 20,200
各発達相談支援センターに医療的ケ
ア児等コーディネーターを兼務で
0.5人を配置した

5-1
42
〈再
掲〉

こども総
合支援セ
ンター

こども家庭センター

子育て家庭福祉課をこども家庭センターに
位置付け、子ども家庭支援員や心理担当支
援員などの専門職員を配置し、住民により
身近な場所で、児童虐待の状況に応じた各
種相談や家庭への支援を行う。

子どもとその家
庭や妊産婦等

母子保健と児童福祉の両分野の一
体的な運営を行うことにより、全て
の妊産婦、子育て世帯、こどもに対
し、出産前から子育て期にかかる切
れ目ない支援を行う。

家庭児童相談件数　5,942件 Ｂ

こども家庭センターに専門職員を
配置し、妊娠期から保健センター
との連携を図り、児童相談を実施
し、児童虐待対応を図ることがで
きた。

16,566 16,617 －

5-1
108
〈再
掲〉

子育て給
付課

ひとり親家庭ワンス
トップ相談会

ひとり親家庭を対象に、弁護士やハロー
ワーク等と連携して、養育費確保などの法
律相談、就労や家計管理、子どもの発達に
係る相談などの相談会を開催する。

ひとり親家庭の
親

ひとり親家庭が直面する課題や悩み
ごとに対し、休日にワンストップで相
談できる相談会を開催することで、
平日仕事を休みにくいひとり親の悩
みごとの解決や自立促進につなげ
る。

8/10(日)ワンストップ相談会相談件数
1件
（内訳）弁護士１

Ｂ
ワンストップ相談会の利用者は前
年度実績（2件）とほぼ同程度のた
め

36 71 －
児童扶養手当現況届提
出の機会を捉え、８月
の日曜開庁日に開催
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個別
施策

№ 所管課 事業名等 事業内容 支援する対象者
令和7年度
事業計画

令和7年度
事業実績

判定
判定理由

（できるだけ具体的に）

令和7年度
決算見込額

（千円）

令和8年度
予算額（千円）

令和8年度の事業見直し等の有無及び
内容

備考

個別施策５－２　子どもや子育て支援のネットワーク構築・連携強化

5-2 111
こども・若
者政策課

子育て支援団体の
ネットワーク形成

ながの子ども・子育てフェスティバルの開
催を通じて、子育て支援団体間の連携強
化・ネットワーク形成を図る。

子ども、保護者

ながの子ども・子育てフェスティバ
ルの開催により、地域で子育てを応
援している団体が集い、その想いを
共有し、地域社会が一丸となって子
ども・子育てを支えるためのネット
ワークを形成するとともに、子ども・
子育て家庭と支援者がつながる環
境を整える。

・参加支援団体等　58団体
・来場者　１,6００名
・支援団体向けの交流ワークショップ開
催　３回

Ｂ
篠ノ井地区では初開催となり、こ
れまで参加のなかった団体も含
め、例年以上に多くの団体が参加
できた。

1,500 1,500 －

5-2 112
福祉政策
課、社会福
祉協議会

地域福祉ワーカー
の活動支援

地域福祉ワーカーに対し、研修機会の提供
や活動に対する助言、各地区の地域福祉
ワーカー同士の情報交換や連携促進等の
支援を行う。

地域福祉ワー
カー

・地域福祉ワーカー連絡調整会議を
開催予定
・市社協地区担当者等による地区訪
問実施予定
・ボランティア・地域活動実践講座
（計3回　市社協ボランティアセン
ター主催　※研修プログラムとして
位置付け）を開催予定
・地域福祉ワーカーの雇用経費等に
対し、補助を行う。

・地域福祉ワーカー連絡調整会議開催
（計5回）
・市社協地区担当者等による地区訪問
・ボランティア・地域活動実践講座（計3
回　市社協ボランティアセンター主催
※研修プログラムとして位置付け）

Ｂ

地域福祉ワーカー雇用等に関する
経費に対し、財政的な支援を行う
ことができ、また、地域福祉ワー
カー連絡調整会議では、業務に役
立つ実践的な内容を提供すること
ができた。

23,056 28,000

最低賃金が上昇している状況にあわ
せ、雇用経費に対する補助上限を２
５０万円(従前2４０万円)に変更し
た。

（参考）【選択事務13
地域福祉推進事業】に
基づく、地域福祉ワー
カーを雇用する住民自
治協議会に対する補助
金助成あり

5-2 113
福祉政策
課、社会福
祉協議会

民生委員・児童委員
等の活動支援

民生委員・児童委員等に対し、研修機会や
情報交換の場の提供、活動に関する冊子の
配布などを行い、その活動を支援する。

民生委員・児童
委員、主任児童
委員

民生委員・児童委員の指導訓練を目
的とした、地区会長研修、主任児童
委員研修・全体研修を計画。

民生委員・児童委員の指導訓練のため、
地区会長研修、主任児童委員研修・全体
研修を実施

Ｂ
各研修を外部委託（県社協）とし
て継続的に実施することにより、
民児委員が地域で活動する上で
必要な知識の習得等に繋がった。

553 610 －

5-2 114
こども総
合支援セ
ンター

子ども見守り事業

市と市内郵便局との「地域活力の創出に向
けたアドバイスパートナー協定」に基づき、
郵便局の事業活動の中で子どもに気にな
ることがあった際に必要に応じて市が連絡
を受け、支援につなげる。

子ども

郵便局の事業活動の中で子どもに
気になることがあった際に必要に応
じて市が連絡を受け、支援につなげ
る。

対象事案なし Ｂ

令和7年度は、通報がなかった
が、過去には数件の通報があり、
対応している。協定により、連絡
体制の構築はできており、有事の
際に対応できるようになってい
る。

0 0 －

5-2 115
こども総
合支援セ
ンター

子どもの貧困庁内
連絡会議

子どもの貧困について、庁内関係所属が共
通認識を持ち、情報の共有と施策の連携を
図る。

生活に困難を抱
える子どもとそ
の保護者

計画に基づき取り組む。庁内関係所
属が進捗状況と取り組みを共有する
ことで施策の連携を図る。

１回開催 Ｂ
計画に基づき取り組む。庁内関係
所属が進捗状況と取り組みを共
有することで施策の連携が図れ
た。

－ －

令和８年２月に若者に関する計画を
策定し、子ども・子育て支援事業計
画、子どもの貧困対策計画と合わせ
「長野市こども計画」に位置付けたこ
とにより、こども計画策定委員会で３
つの計画の進捗管理を行えるよう要
領を改正した。

5-2 116
生活支援
課

生活困窮者自立支
援庁内連携会議

生活困窮者の自立支援のための施策を横
断的取組によって総合的に推進するため、
庁内関係各課の連携を図る。

生活困窮者 年1回開催する。 令和７年度　開催なし Ｂ 庁内連携会議を開催し、庁内各課
の連携を図った。

－ － －

5-2 117
商工労働
課雇用促
進室

若者自立支援ネット
ワーク会議

関係機関により若者の職業的自立に関する
情報交換及び事業の連携や、ながの若者サ
ポートステーションの運営支援を行う。

支援を必要とす
る若者

若者の職業的自立に関する情報交
換及び事業の連携のため、関係機関
による若者自立支援ネットワーク会
議を開催する。

R７年10月若者自立支援ネットワーク
会議開催 Ｂ 計画どおりに会議を開催し、関係

機関と情報共有・連携ができた。
－ － －

5-2
68
〈再
掲〉

こども総
合支援セ
ンター

要保護児童対策地
域協議会

要保護児童の適切な保護または要支援児
童もしくは特定妊婦への適切な支援を図る
ため、長野県中央児童相談所等の関係機関
及び庁内関係部局による情報交換や情報
共有を進め、児童虐待の早期発見・早期対
応を図る。

要保護・要支援
児童、特定妊婦

児童虐待防止のため、代表者会議年
1回、実務担当者会議年36回、個別
ケース検討会の開催を適宜行う

代表者会議開催回数　１回
実務担当者会議開催回数　3６回
個別ケース検討会議開催回数　481回

Ｂ
児童虐待防止を目的として、個別
ケース会議を適宜開催し、関係機
関との情報共有、対応方針の検討
を図ることができた。

－ － －

5-2 129 福祉政策課
【令和６年度新規事
業】重層的支援体制
整備事業

既存の相談体制や支援体制を活かしつ
つ、「相談支援」、「参加支援」、「地
域づくりに向けた支援」の３つの支援を
一体的に実施し、複雑化・複合化した課
題や、制度の狭間となる課題に対する包
括的な支援体制を構築する。

妊産婦、子ども、
保護者

・相談支援包括化推進員の配置
・アウチリーチ及び参加支援員の配
置
・複雑化・複合化する課題解決に向
けた、重層的支援会議及び支援会議
の開催

・相談支援をコーディネートする相談支
援包括化推進員を2人配置
・生活上の課題を抱えている方への訪
問等によるアウトリーチや社会とのつな
がりを回復する支援を行うためアウト
リーチ・参加支援員を1人配置
・重層的支援会議及び支援会議(随時開
催を含む）を14回開催し、庁内関係課
や相談関係機関と連携

Ｂ

相談支援をコーディネートする相
談支援包括化推進員及び生活上
の課題を抱えている方への訪問
等によるアウトリーチや社会との
つながりを回復する支援を行うた
めアウトリーチ・参加支援員を市
社協相談支援課に配置し、支援体
制を整えた。また、重層的支援会
議及び支援会議を定期的に開催
し、複雑化・複合化した課題の解
決策や役割分担により課題解決
に向けて取り組んだ。

26,824 29,596 －
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個別
施策

№ 所管課 事業名等 事業内容 支援する対象者
令和7年度
事業計画

令和7年度
事業実績

判定
判定理由

（できるだけ具体的に）

令和7年度
決算見込額

（千円）

令和8年度
予算額（千円）

令和8年度の事業見直し等の有無及び
内容

備考

個別施策５－３　制度の周知や市民の意識啓発

5-3 118
こども総
合支援セ
ンター

長野市子育てガイド
ブック

市の子育てに関する情報を１冊にまとめ、
冊子やホームページで提供する。

子育て中の保護
者

市の子育てに関する情報を1冊にま
とめ、妊娠期や子育て中の保護者、
関係機関に配布する。併せて、ホー
ムページで情報提供をする。

子育てガイドブック8,000部及び電子
書籍による発行（配付期間１年） Ｂ

冊子と電子書籍の活用により市
民や関係機関へ幅広く配布するこ
とができた。

20 25 －

5-3 119
障害福祉
課

情報ツゥー～支援
の必要なこどもの
ガイドブック～

障害のある子どもの福祉にかかわる制度
やサービスの紹介、特別支援学校や保健所
等の情報について、市が設置している協議
会「長野市障害ふくしネット」でガイドブック
を作成し提供する。

障害児やその家
族、関係機関(福
祉事業所、学
校、医療機関等)

福祉以外の団体等への配布により、
子育て全般に関わる多くの住民に見
ていただけるよう長野市ホームペー
ジにも掲載する。

作成予定部数：2,０００部

情報ツゥー２,０００部作成し、
長野市ホームページに掲載 Ｂ

R６年度から印刷部数を増やして
福祉以外の団体等に広く配布し
た。子育て全般に関わる多くの住
民に見ていただけるよう長野市
ホームページに掲載した。

235 242 －

5-3 120
こども総
合支援セ
ンター

ながのわくわく子育
てＬＩＮＥ

市公式ＬＩＮＥ機能の一部として、妊娠・出産
期から小学校入学まで、子どもの成長に応
じたタイムリーなアドバイスや、市からのお
知らせ、イベント情報などをＬＩＮＥで提供す
る。

妊産婦、保護者

子どもの成長に応じたアドバイスや
市の情報などをＬＩＮＥで提供する。
主に妊娠届出の面接時に登録を案
内する。

登録者数：4,662件
市公式ＬＩＮＥ機能の一部として、妊娠・
出産期から小学校入学まで、子どもの
成長に応じたタイムリーなアドバイス
や、市からのお知らせなどをＬＩＮＥで提
供した。

Ｂ

妊娠届出の面談時に登録を案内
する等により、登録者数が前年度
より増加した。子どもの成長に応
じてタイムリーな情報発信ができ
た。

2,591 2,543
配信方法の機能改善のため、配信シ
ステムの切り替えを行った。

5-3 121
保健所健
康課

子育て応援アプリ
「すくすくなび」

妊娠、出産、子育て等に関する情報収集や、
子どもの成長記録、予防接種記録の確認・
管理、医療機関の検索などができるアプリ
で、情報をプッシュ通知で配信する。

子育て中の保護
者

週に１回感染症情報の掲載のほか、
情報が寄せられればイベントの掲載
をする。

・感染症情報を毎週配信
・令和８年3月末時点ダウンロード数：
　12,103件

Ｂ
長野市感染症情報を毎週配信す
ることで、母子に対する感染症予
防の啓発ができた。

0 0 －

5-3 122
こども総
合支援セ
ンター

出前講座・研修

ヤングケアラーへの支援や子どもの貧困に
ついて市民一人ひとりの意識醸成や理解
の促進、困難を抱える子どもや家庭の気付
きや支援へのつなぎを進めるため、市民向
けの出前講座や子どもの支援に関わる団
体等への研修などで啓発を行う。

市民

「ヤングケアラー支援」や「地域で子
どもを見守る取り組み」など市民向
けの出前講座を行うことにより、地
域全体で支援していく体制づくりの
ための啓発に取り組む。

2回開催 Ａ

「ヤングケアラー支援」や「地域で
子どもを見守る取り組み」など市
民向けの出前講座を行うことによ
り、地域全体で支援していく体制
づくりに努めている。

－ － －

5-3
109
〈再
掲〉

子育て給
付課

ながの子育て家庭
優待パスポート

企業や店舗の協賛により、子育て家庭が買
物などの際に割引などのサービスを受けら
れるパスポートカードを配布する。

妊婦のいる家
庭・18歳未満の
子どものいる家
庭、18歳未満の
子どもが３人以
上いる家庭

長野県内全ての協賛店から、協賛店
舗ごとに定められた子育て支援サー
ビスを受けられるパスポートを配付
し、子育てにかかる経済的負担の軽
減を図る。

年度末現在による協賛企業数は1,637店
舗で前年度末実績（1,608店舗）と同等で
あった。

Ｂ 協賛企業数前年度比　101.8% 61 70 －
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